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第１章 総合計画の位置づけ 

１． 総合計画について 

総合計画は、まちづくりの最も基本となる計画であり、各個別計画の上位計画となるものです。 

辰野町第６次総合計画では、行政主体で取り組む施策に加え、町民、地域、事業者（企業）、団体等と

協働で取り組む施策、地域が主体的に取り組む事業も含め示します。 

 

２． 第６次総合計画の構成 

第６次総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」からなります。併せて、町民自らが率先し地

域づくりへの参画を推進するための「地域計画」があります。 

 

 

 

（１）基本構想 

基本構想は、今後 10 年間で目指す「まちの将来像」と将来像を実現するための基本方針、まちの土

地利用の構想について定めるものです。そのうえで、まちの将来像を実現するための基本目標を示しま

す。 

辰野町第６次総合計画の基本構想は、令和 3年度（2021年度）を初年度として、令和 12年度（2030

年度）までの 10年間を計画期間と定めます。 

 

（２）基本計画 

基本計画では、基本構想で定めた基本目標ごとに施策、主な事業を示します。 

また、「国土利用計画法」により定められた国・県が策定する計画を基本とした町の土地利用の方針

地
域
計
画

まちの将来像

基本目標

基
本
計
画

施策

実
施
計
画

基
本
構
想

事務事業・予算

まちの将来像を実現するための基本方針
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を示すとともに、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本

法」（平成 25 年法律第 95号）に基づく「国土強靭化地域計画」を一体的に策定します。 

さらに、「まちの将来像」を実現するための取り組みを下支えする行政の組織経営の方向性をまとめ

た「辰野町行財政改革プラン２０２５」の概要をあわせて掲載します。 

基本計画は前期と後期からなり、計画期間は、令和 3年度（2021年度）～令和 7年度（2025年度）

を前期、令和 8年度（2026年度）～令和 12年度（2030年度）を後期とします。 

 

（３）実施計画 

実施計画は、基本計画で定められた施策を推進するため、年度ごとに実施する事務事業や予算を定め

たもので、毎年見直しを行います。なお、実施計画は総合計画には記載しないものとします。 

 

（４）地域計画 

地域計画は、基本構想で定めた「まちの将来像」に則り、17区ある行政区において、町民が中心とな

って目指す「地域の将来像」とそれを実現するための具体的な取組みを定めたものです。 

地域計画の計画期間は、基本計画と同様に 5年とし、基本計画の見直しのタイミングで地域計画も見

直すものとします。 

 

３． 辰野町まち・ひと・しごと創生総合戦略との関係 

「第２期辰野町まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、まち・ひと・しごと創生法(平成 26 年法律第

136号)第４条に基づき、令和３年度から令和７年度の５年間を計画期間として策定された計画です。総

合計画を上位計画とし、主に人口減少対策を重点的に実施するために関連する事業を取りまとめたもの

です。 

 

４． 総合計画の評価・進行管理 

辰野町第６次総合計画の評価は、毎年度、各課により施策の進捗度・成果の把握、確認を行い、これ

らの結果を辰野町基本構想審議会に報告し、審議することにより行います。 
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第２章 辰野町を取り巻く現状  

１． 辰野町のプロフィール 

 

辰野町は人口約１万９千人の自然豊かなまちです。伊那谷の北端にある小さなまちですがその歴史は古

く、地域には貴重な文化財が数多く残されています。 

 

○伊那谷がはじまる地（伊那谷の北端） 

辰野町は伊那谷の北の端に位置し、古くから諏訪、筑摩野（松本平）とつながる交通の要衝地となって

いました。諏訪湖を水源とする天竜川は辰野町から伊那谷にため、辰野町は、「伊那谷がはじまる地」と

いえます。谷の突端に位置する辰野町は可住地が狭いですが、上伊那地域の中心である伊那市、隣接する

岡谷市・諏訪市、塩尻市の３方に広がる生活圏を有しています。 

 

○日本のど真ん中 

辰野町内の大城山山中には、北緯 36度と東経 138度が 0分 00秒で交わる「ゼロポイント」があります。

ここは、日本列島のほぼ中心にあたり、「日本の地理的中心」といわれています。辰野町は日本のど真ん

中にあるまちです。 

 

○日本最大のゲンジボタルの発生地 

辰野町は日本最大のゲンジボタルの発生地です。ホタルの生息には、きれいな水など生育に適した河川

環境が必要であり、ホタルは里山環境が良好に保たれている象徴であるといえます。初夏になると町内を

飛び交うホタルはふるさとの原風景となっています。 

 

○原始・古代からの歴史を有する地 

辰野町には、有史以前からの人々の暮らしの跡が確認されています。 

縄文時代は、長野県宝の仮面付土偶に代表されるように、縄文時代の遺跡が数多く分布し辰野町に生活

の痕跡を残しました。 

鎌倉時代になると、諏訪氏ゆかりの氏族がこの地を治め、国の重要文化財に指定されている木造十一面

観音立像が建立されています。 

江戸時代には各所に宿場が開かれ、今もその面影を残しています。 

近・現代になると製糸業が盛んになり、大規模な製糸場が建設され、まちの基幹産業となりました。 

このように古くからの歴史を刻む土地であり、地域には各時代の先人ゆかりの史跡が残されています。 
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２． 辰野町の特徴 

 

辰野町の特徴と現状をまとめます。 

 

（１）人口・世帯数 

《町の特徴》 

平成 27年（2015 年）国勢調査では、辰野町の人口は 19,770人で、長野県内で 4番目に大きな

町です。 

《現  状》 

 人口は昭和 60年（1985年）（23,935 人）をピークに減少に転じています。今後さらに減少す

ると予測されています。 

 世帯数は平成 27年（2015年）時点で7,343

世帯です。世帯数は増加していますが、

世帯あたりの人数が減少しています。 

 高齢化率（人口に占める 65歳以上の割合）

は上昇傾向で、平成 27年（2015年）時

点で 34.5％です。 

 年少人口（15歳未満人口）は年々減少し

ており、少子化の傾向がみられます。 

 20 代の人口が少ない人口構造になって 

おり、若い世代が町外に流出しているこ

とをあらわしています。 

  

（２）自然・環境 

《まちの特徴》 

豊かな自然が保全されており、夏に飛び交うホタルは、まちのシンボルとなっています。 

《現  状》 

 町域の 86％を山林が占めています。 

 天竜川、横川川、小野川などの河川、これらの自然に育まれるホタル、シダレグリ等は町民に

親しまれています。 

 『町民アンケート』では、「ホタル」「自然」「景観」がまちのよいところの上位にあげられて

います。 

 一人あたりのごみ排出量は減少傾向です。周辺市町村と比較しても少なくなっていますが、ご

みの再資源化率（リサイクル率）は低下が続いており、引き続き、ごみ・資源物の適正な分別

について周知を行い、ごみの減量化を図る必要があります。 

 新ごみ中間処理施設の稼動により、環境負荷の低減が図られています。 

 

 

  

辰野町の人口構造 

出典 平成 27年国勢調査 
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（３）福祉・保健・医療 

《まちの特徴》 

町立辰野病院が地域医療の拠点として整備され、辰野病院を中心とした医療体制の構築が進め

られています。 

《現  状》 

 辰野町の医療体制は、町立辰野病院が中心となっていますが、開業医の高齢化、数の減少もあ

り辰野病院に対する期待度が大きくなっています。しかし、辰野病院も医師不足が解消できな

い状況にあり、今後、医療体制を維持していくことが懸念されます。 

 老年人口（65 歳以上人口）1,000人あたりの要介護要支援認定者数は全県よりも少なく、介護

等を必要としない元気な高齢者が多いまちです。 

 全世帯に占める単身高齢者数の割合は全県よりも高くなっています。今後、高齢化率の上昇に

ともない、単身高齢者数がさらに増加することが見込まれます。 

 ひとり親世帯が緩やかに増加しています。 

 

（４）都市基盤整備・防災 

《まちの特徴》 

辰野町は松本地域、諏訪地域、伊那地域の３方に面しており、古くから交通の要衝となってき

ました。 

可住地面積が狭く、中心部に人口が集中しています。一方、深い谷筋にも、集落が点在してい

ます。 

《現  状》 

 辰野町は、周辺の都市部（松本、岡谷、諏訪、伊那）へ 1時間以内で行ける地の利があります。

通勤、買い物等に便利な地域といえます。 

 道路、橋梁、上下水道などの社会基盤や学校・公園などの生活基盤が老朽化しています。耐用

年数を超えようとしているものもあります。 

 町内の道路環境は概ね整備されていますが、狭い箇所、補修が必要な箇所がみられます。町民

より、通勤時間帯における渋滞の解消や災害時の避難経路確保等の観点から道路環境に対する

改善要望があがっています。 

 ３方を山に囲まれ、谷あいの集落も多い地形のため、ほぼ全域が土砂災害警戒区域などの警戒

区域の指定を受けています。 

 防犯・防災活動の原点である地域住民のコミュニティ活動は活発で、17の地区で地域計画に

基づくまちづくり活動が推進されています。 

 火災件数は 10件前後、交通事故は年間 50件程度、刑法犯発生件数は年間 100件以下となって

おり、交通安全、防犯上は県内平均よりも低く安全なまちであるといえます。 

 

（５）産業 

《まちの特徴》 

製造業を中心に発展してきた町ですが、製造品出荷額を周辺市町と比べると小規模です。 

近年、第三次産業の就業者数が第二次産業の就業者数を上回り、町の産業構造が変化しつつあ

ることがうかがえます。 
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《現  状》 

・【農業】耕地面積は総土地面積の 5.6％と小さく、自給的農家の割合が高いです。耕地の内訳は、

水田が多いですが、畑地、果樹園もみられます。農業経営者の高齢化と減少が進む中、

認定農業者等地域の農業の担い手への農地集積を促進すると共に、日本型直接支払制度

を通じて農村環境の保全を推進しています。 

・【林業】後継者不足などから、民有林を中心とした里山林に整備の遅れが見られます。 

・【商業】多くの町民は、町外で買い物をしています。年間商品販売額は周辺市町村よりも小さく

なっており、商圏としては、松本市、伊那市、塩尻市、岡谷市に含まれています。 

・【工業】町の産業の中心を担う工業の事業所数は減少しています。小規模事業者が多く、従業者

１人あたりの製造品等出荷額は県平均より低くなっています。 

精密、金属加工業の中には、特殊技術を持つ企業もあります。 

・【観光】松尾峡のゲンジボタルは町の観光資源になっており、毎年開催されるほたる祭には多く

の観光客が訪れます。 

町では他の観光拠点にスポットを当てた、通年で楽しめる着地型観光を推進しています。

近年はサイクルツーリズムを推進しています。 

・【就業】就業率は他市町村とほぼ同等です。 

子育て世代の女性の就業率は上昇傾向にあります。 

 

（６）子育て・教育・生涯学習・文化 

《まちの特徴》 

保育園・幼稚園、小・中学校・高等学校・短期大学が揃い、保育施設から高等教育機関までが

立地しています。 

芸術・文化の町、スポーツの町といわれる辰野町には、先人の築き上げてきた歴史や風土が今

も息づいており、まちを特徴づける芸術作品、文化遺産も多数存在しています。 

生涯学習活動も盛んで、町民のニーズに応えるための各種の文化施設や、スポーツ施設も整い、

これらの施設を核として、幅広い年齢層による、レベルの高い活動が数多く行われています。 
 

《現    状》 

 保育・教育施設の老朽化に伴う施設の維持管理・補修・改修等の対策が必要です。 

 少子化に伴い町内保育園・小中学校の園児・児童生徒数が減少しています。将来の保育園・

小中学校の施設の新たなあり方について、具体的な取組が課題です。 

 長野県辰野高等学校、信州豊南短期大学の生徒数が減少しています。 

 保育園の延長保育や学童クラブなど共働き家庭・留守家庭等の子育て支援が充実しています。 

 町の保健室・ファミリーサポートセンターなど、困りごとがある親や子どもに対して具体的

に支援する体制が整っています。 

 文化施設、スポーツ施設が充実している一方、経年劣化により長寿命化対策が必要となって

います。 

 公民館活動や、町民が主体となって実施する文化活動が盛んです。 

 体育協会を中心としたスポーツ活動が盛んです。 

 国・県・町指定文化財が多数存在し、町民の心のよりどころとなっています。  
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３． 人口の将来展望 

 

辰野町の人口は減少局面にあります。まちの人口は国立社会保障人口問題研究所の推計では、令和 12

年（2030年）に 15,674 人、令和 22 年（2040 年）に 12,913人に減少すると予測されています。「辰野町

人口ビジョン」では、出産に対する希望を叶え、子育て世帯の流出を抑えることで、令和 22年（2040年）

の将来展望を 14,664人にするとしています。これに基づき、辰野町第 6次総合計画では、令和 12年（2030）

年時点の人口を 16,591 人と展望します。辰野町では、人口減少を緩やかにするための施策を講ずるとと

もに、人口が減少しても持続可能な地域をつくるものとします。 

 

出典 「辰野町人口ビジョン」 （平成 27年度策定・令和３年度見直し） 

  

計画期間

現状人口（2015年）

19,747人

将来展望（2030年）

16,591人

人口ビジョン将来展望
（2040年）

14,644人

R7R2 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42
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４． これからの社会の変化とまちへの影響 

 

（１）人口減少局面の社会 

我が国では全国各地で人口減少が起こっています。 

辰野町の生活圏である伊那地域、諏訪・岡谷地域、松本・塩尻地域をみても今後人口が減少していくこ

とが予測されます。これにより、辰野町のような周辺部に住みながら伊那市や松本市などの市部に通って

いた人々も、辰野町から転出し、市部へ住むようになることも考えられます。辰野町としては、まちに住

み続けることの魅力を感じてもらうことがますます必要になります。 

 

（２）広域交通の開業 

周辺地域における社会環境の変化としては、リニア中央新幹線、三遠南信自動車道の開通による移動時

間の大幅な短縮があげられます。これにより辰野町においては、周辺地域との交通の連携を深め、人と物

が交流する広域的な交通ネットワークの可能性などを広げていくことが求められています。 

 

（３）防災・減災意識の高まり 

東日本大震災以降も全国で、地震、台風、集中豪雨等による大規模災害が頻発しています。国民の災害

に対する意識や不安が高まっています。 

県内においても令和元年台風 19号により、大規模な浸水被害が発生し、町内でも強風により、住家に

被害がありました。そのような状況から、町民の自然災害に対する警戒意識が高まっています。 

災害時においては助け合いが広がる社会が必要であり、そのためには地域コミュニティの力が重要とさ

れています。 

災害はいつか起きるものと考え、誰一人として被害者を出さないことを目指し、事前防災・減災と迅速

な復旧復興につながる施策を「防災」分野の範囲を超えて、まちづくり・産業等も含めた総合的に対応し

ていくことが求められています。 

 

（４）暮らしや働き方に対する価値観の変化 

家庭や結婚、就労に対する価値観は、高度経済成長を遂げていた時代と比較して多様化しています。物

の豊かさから心の豊かさを求めて都市から地域へ移住し、自然のなかで生活するなどのライフスタイルや、

学びなおしに対するニーズの高まりもみられるようになりました。 

また、生産年齢人口が減少していくなか、これまであまり労働市場に参加していなかった女性や高齢者

の就労促進や労働生産性の向上が求められています。さらに、副業や兼業などのマルチワークなどの新た

な働き方の可能性が確認され、今後ますます働き方の多様化が進むことが考えられます。このように、今

後 10年間で人々の暮らし方、働き方が大きく変化すると考えられます。 

加えて、令和元年（2019年）に確認された新型コロナウイルス感染症の拡大も、人々の生活様式に大

きな変化をもたらしています。 

辰野町においても、暮らし方や働き方に対する価値観が変化していくことを踏まえ、地域自治のあり方

の見直しや、新産業の振興に取り組んでいく必要があります。 

これからは、多様な生き方、暮らし方、働き方を認め合ったうえで、地域を維持していく必要がありま

す。 
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（５）ICT・IoT技術の革新 

ICT（Information and Communication Technology）1・IoT（Internet of Things）2、AI（Artificial 

Intelligence）3、ロボットなどの技術の発展により、私たちの生活は急速に変化しつつあります。 

例えば、スマートフォンの普及はインターネットを日常生活の中に深く浸透させ、情報収集のみならず、

SNS4などのコミュニケーション、動画や音楽配信などの娯楽、インターネットショッピングやキャッシュ

レス決済など買い物への生活様式にも変化をもたらしました。また、リモートワークなどの働き方にも大

きな変化が起きつつあります。さらに今後は、自動車の自動運転なども実用段階に入り、さらなる変化が

起こると考えられます。 

企業や行政においては、このようなデジタル技術の発展やビックデータを活かし、従来の仕事内容や仕

方、組織のあり方を変革することが求められています。 

一方で、個人において情報機器を使える人とそうでない人の間で情報に対する格差が生まれることが懸

念されています。 

辰野町においても、発展する ICT・IoT・AI技術を上手に活用することで、新しい産業を地域に展開し

たり、まちの課題を解決したりできる可能性が広がっています。 

 

（６）グローバル化の進展 

情報通信技術や交通・輸送手段の発達により、グローバル化がますます進展し、発展途上国の経済発展

は国際的な競争の激化をもたらしています。国際競争の激化は企業活動に影響を与えており、特に製造業

においてその影響は大きいと考えられます。一方で、外国人観光客の増加など、地域において新たな産業

を創出するチャンスでもあります。 

グローバル化の進展により、外国籍住民もさらに増加すると考えられます。辰野町においても今後は多

様な文化を認め合って暮らしていくことが必要となってきます。 

 

（７）持続可能な開発目標（SDGｓ（Sustainable Development Goals））への対応 

平成 27年（2015年）９月の国連サミ

ットで 2030年までの先進国を含む国際

社会共通の目標として「持続可能な開発

目標（SDGs）」が採択されました。SDGs

では、国際社会全体で地球上の「誰一人

として取り残さない（leave no one 

behind）」社会の実現を目指し、経済・

社会・環境をめぐる広範囲な課題に対す

る 17のゴールと 169のターゲットが示

されています。 

国は、SDGsに示される多様な目標の

                                                   
1 ICT：IT（情報技術）に通信コミュニケーションの重要性を加味した概念 
2 IoT：モノのインターネットのこと。パソコンや携帯電話だけでなく、あらゆるモノがインターネット

につながり、相互に制御する仕組み 
3 AI：人工知能のこと。学習・推論・認識・判断などの人間の知的な振る舞いを模倣したコンピューター

システム 
4 SNS：ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略称で、Twitter、Line、Instagram など、他者と

のやり取りを通じて社会的なつながりを作り出せるサービスのこと 
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追及が地方自治体の諸課題の解決に貢献するとしており、辰野町においても SDGs達成に取り組むものと

します。 

 

 

５． まとめ 

 

日本のど真ん中に位置する辰野町は、古い歴史を有し、自然豊かな美しいまちです。私たちは、この美

しいまちを後世に伝えていく必要があります。 

人口減少が続くこれからのまちでは、さらに難しい地域経営が求められます。人口減少対策、まちの基

盤整備、包括的な医療・福祉体制の確立など、多くの課題が投げかけられています。人々の価値観も多様

化し、これまでの地域運営の在り方を見直さなければならない時期にもきています。加えて、令和元年

（2019年）に確認された新型コロナウイルス感染症の拡大も、人々の生活様式に大きな変化をもたらし、

先行きが不透明な状況です。 

一方でデジタル技術の進化、リニア中央新幹線、三遠南信自動車道の開通など、チャンスもある 10年

になります。 

辰野町では、このような変化を好機ととらえ、まちの強みである豊かな自然、コミュニティ力を活かし、

町民一人ひとりが自分らしく輝き、活躍する、持続可能なよりよいまちをつくっていくことが必要です。 
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第 2編 基本構想 
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第１章 まちの将来像  

１．町民憲章 ～守り続けていくまちの姿～ 

 

町民憲章は、辰野町が目指しつづけるまちの姿で

す。 

ホタル5に象徴される自然環境はこのまちの誇り

です。私たちは、ここに暮らし続け、「ひとも まち

も 自然も輝く 光と 緑と ほたるの町」に表さ

れるような美しいふるさとを守り、後世に引き継い

でいきます。 

 

 

 

 

２．10年後に目指すまちの将来像 

 

町民憲章を前提としたうえで、10年後の令和 12年（2030年）に目指すまちの姿を「まちの将来像」と

して定めます。 

10 年後に目指す「まちの将来像」は「一人ひとりの活躍がつくり出す 住み続けたいまち」です。以

前から住んでいる人も、新しくまちに住みはじめた人も、まちで暮らす人々が地域の良さを実感し、ここ

に住み続けたいと思えるような地域をつくります。町に暮らす人にとって、住みがいのある魅力的なまち

づくりによって、人口減少を緩やかにするとともに、外からも人を惹きつけられるまちを目指します。 

まちに愛着を持ち「住み続けたい」と感じている人の多くは、地域活動にも積極的に参加しています。

地域の良さに目を向け、地域に対する誇りや自負心を持ち、積極的に地域づくりのために活動する人を増

やしていきます。 

 

まちの将来像 

一人ひとりの活躍がつくり出す 住み続けたいまち 

一人ひとりの活躍がつくり出す まちに関係する一人ひとりがまちづくりの主体となった姿を表しています。町民や

町外に住んでいても辰野町と関係を持つ人々が問題意識によってつながりあい、ま

ちづくりや地域づくりに取り組み、人口減少に対応した地域を創り出す協働・共創

のまちを目指します。 

 

住 み 続 け た い ま ち 住んでいる人が「地域の良さを実感し、地域に誇りを持ち、住み続けたいと思える

まち」を表しています。 

  

                                                   
5 「ホタル」と「ほたる」の使い分け：辰野町では、昆虫を「ホタル」、ホタルが飛び交う自然環境等の

地域資源を「ほたる」と表記することとしています。本計画でも

この規則に準じるものとします 

辰野町は日本の真ん中 

ひとも まちも 自然も輝く  

光と 緑と ほたるの町 

私たちは 

自然を愛し 歴史にたずね 

仕事に励み 暮らしを高め 

子どももおとなも 学び合い 

思いやりは深く 健康で 

広く世界へ目を向けて 

平和で伸びゆく町をつくります 

（平成３年１２月２０日制定） 
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３．まちの将来像を実現するための基本方針 

 

辰野町第６次総合計画では、以下の３つの基本方針に沿ってまちの将来像の実現に取り組みます。 

 

方針１ コンパクトで住みやすい人口減少に対応したまちづくり 

人口減少の中にあって、従来通りに行政、地域を運営していくことが困難になりつつあります。辰

野町では、人口減少を緩やかにするよう施策を展開するとともに、人口が減少しても暮らし続けられ

る地域づくりに取り組みます。 

市街地においては、住民・企業の活動等にこれまで以上に着目し、「賢い」土地利用により人口密

度を維持し、「稼ぐ力」を引き出します。加えて、「健康寿命延伸」などの地域課題に貢献できる施策

にも着目します。また、災害に強いまちづくりを目指してコンパクト化を進めます。 

中山間地においては、新しい地域の考え方として“小さな拠点”をつくり、人口が減少しても暮ら

し続けることができる社会基盤を整備します。 

人口減少が進む中、地域コミュニティに求められる役割はますます高まっていきます。各地域にお

いては、地域のあるべき姿を思い描き、その実現に向けてやるべき活動を考える“未来志向のアプロ

ーチ”により、既存のやり方を時代に合わせて進化させていきます。 

 

方針２ デジタル化など技術の発展や社会の変化を活かしたまちづくり 

これからの 10年で、ICT，IoT、AI技術の発展はますます急速になります。これらの技術の発展は、

新たな産業や生活の利便性を高めるうえで好機となり得ます。技術革新をいち早く活用することで、

日常の生活や地域課題の解決に役立てます。また、町民がこれらの技術を十分に使いこなすことがで

きるよう、環境整備や学習機会を設けます。 

 

方針３ 豊かな自然環境を守り活かす持続可能なまちづくり 

ホタルが飛び交うふるさとの自然を後世にも残すため、持続可能な地域づくりを行います。辰野町

での暮らしは自然と調和し、共存したものです。この地域を後世に受け継いでいくため、自然に配慮

した持続可能な開発を進めます。 

また、辰野町においても持続可能な開発目標（SDGs）の達成を目指します。SDGsを推進することで、

特に注力すべき課題を明らかにし、経済・社会・環境のバランスのとれた地域づくりを進めます。加

えて、これらを関係者と共有し、パートナーシップの深化を図ります。 
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第２章 土地利用の構想  

１．土地利用の考え方 

 

町域の土地は、現在及び将来における町民のための限られた資源であるとともに、生活、生産を行う

ための共通の基盤であり、恵まれた自然環境は貴重な財産です。 

したがって、町域の利用に当たっては、住民の理解と協力のもとに、公共の福祉を優先させ、かけが

えのない郷土の自然を守り、歴史と伝統に培われた文化を背景に、地域の自然的、社会的、経済的及び

文化的条件に配慮して、健康で明るく住み良い生活環境の確保と町域の均衡ある発展を図ることを基本

理念として、将来像である「一人ひとりの活躍がつくり出す 住み続けたいまち」にふさわしい土地利

用を総合的かつ計画的に行います。 

 

２．土地利用の基本方針 

 

(１)有効利用に向けた土地利用 

住宅地等の都市的土地利用については、良好な都市景観に配慮した土地の高度利用の促進や、未利用

地の有効利用を推進するとともに、計画的に開発誘導を進めることにより、快適で魅力ある住宅地、市

街地形成を図ります。 

農村部及び山村部の土地利用については、農山村集落の維持、活性化

を促進するため、優良農地の保全と開発との調整を図るとともに、農用

地と宅地が混在する地域における計画的かつ適切な農地の利用を進め

ます。 

また、農用地、森林、宅地等利用区分相互の土地利用転換に当たって

は、復元の困難性等を考慮し、計画的かつ慎重に行うものとします。 

 

(２)安心・安全と自然環境等の保全に配慮した土地利用 

辰野町は平坦地が少なく、天竜川をはじめ多くの河川を有しており、災害への十分な備えが必要です。

災害に強い安全なまちづくりのため、治山、治水、砂防事業の推進等の防災に加え、減災の視点に立っ

た適正な土地利用を基本として災害対策を進めるとともに、市街地においては、交通安全や公害防止等

に配慮した土地利用の誘導や都市基盤整備により、安心、安全に生活できる環境づくりを進めます。 

また、美しい町域を形成するため、自然環境の保全、歴史的風土の保存、公害防止等に配慮し、都市

地域においては土地の高度利用等により、ゆとりある環境を確保し、農山村地域においては地域の活性

化を図りつつ緑資源の確保及びその積極的活用を進める等、地域の自然的及び社会的条件に適応した町

域の形成に努めます。 

 

(３)土地利用の総合的な運用管理 

限られた町域であるので、土地利用をめぐる様々な関係性や多様な主体のかかわり、その影響の広域

性を踏まえ、地域間の適切な調整や町域利用の基本的な考え方についての合意形成を図ります。 
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また、町域の均衡ある発展と良好な環境維持確保に努めるため、適正な土地利用の規制、誘導を行い、

防災や景観、居住環境と生産環境の調和等に配慮しながら、住宅地、工業地等の都市的土地利用と農用

地、森林等の自然的土地利用の均衡のとれた秩序ある土地利用を進めます。 
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第３章 基本目標 

まちの将来像を実現するため、下記の基本目標を定めます。この基本目標に沿って、基本計画を展開し

ます。 

 

目標 1 ホタルが飛び交う自然豊かなまち （風土の保全・誇りと愛着） 

まちのシンボルであるホタルが飛び交う自然環境、生活環境を地域が一体となって守り、ホタルを

はじめとした辰野町らしさ、良さに誇りと愛着を持った町民や関係人口6などがいるまちを目指します。 

 

目標 2 みんなが活躍できるまち （協働・共創・地域づくり） 

まちに誇りと愛着を持ち、お互いに違いを認め合った町民等による地域づくり活動が活発に行われ

ているまちを目指します。 

 

目標 3 いつまでも健やかに暮らし続けられるまち （福祉・保健・医療・介護） 

町民一人ひとりが主体的に健康に心掛け、生活への不安なく、町民同士が支え合い、自分らしく健

やかに暮らし続けていけるまちを目指します。 

 

目標 4 次代を担う人材が育つまち （子育て・教育・生涯学習） 

安心して妊娠・出産ができ、地域の協力のもと、子どもたちが大切にされ、健やかに育つまちを目

指します。 

加えて、すべての町民が学び続け、町への誇りと愛着を持って地域で活躍できる環境があるまちを

つくります。 

 

目標 5 活力と魅力ある仕事のあるまち （産業振興） 

地域資源を活用した魅力ある事業を中心に産業が発展し、地域経済が好循環する、にぎわいと働く

場があるまちを目指します。 

 

目標 6 安全で快適に暮らし続けられるまち （都市基盤・防災防犯） 

町民と行政が協力し、社会基盤、生活基盤の維持・整備を進め、安全に快適に暮らし続けられる人

口規模に見合った効率的でコンパクトなまちを目指します。 

 

 

 

                                                   
6 関係人口：「定住人口」でも「交流人口」でもなく、町外から地域や町民と多様に関わる人のこと 
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はじめに 

１. 施策の体系 

施策の体系を示します。 

 

 

 

  

基本目標1

ホタルが飛び交う
自然豊かなまち

施策1-1 ホタルが飛び交う環境の保全

施策1-2 ホタルが飛び交う風土に対する誇りと愛着の醸成

施策1-3 「ほたる」をきっかけとした関係人口の拡大

基本目標2

みんなが
活躍できるまち

施策2 -1 地域計画の実現

施策2 -2 お互いに理解し合い、認め合う関係づく り

基本目標3

いつまでも
健やかに暮らし
続けられるまち

施策3 -1 地域での支え合いによる福祉の充実

施策3 -2 高齢者が暮らし続けられる地域の構築

施策3 -3 障がい者（児）が生き生きと暮らせる地域共生社会の構築

施策3 -4 健康づく りの推進

施策3 -5 地域医療体制の維持

基本目標4

次代を担う人材
が育つまち

施策4 -1 安心して子どもを生み、子育てができる環境の構築

施策4 -2 生きる力を育む教育の推進

施策4 -3 地域づく りにつながる生涯学習の推進

基本目標5

活力と魅力ある
仕事のあるまち

施策5 -1 新たな価値を創造する事業の支援

施策5 -2 商工業の振興

施策5 -3 農林業の振興

施策5 -4 就業機会の拡大と働きやすい環境づく り

基本目標6

安全で快適に
暮らし続けられる

まち

施策6 -1 都市基盤の整備・維持

施策6 -2 自然災害の被害を最小限に抑制する体制の構築

施策6 -3 町民同士でつく る安全な地域づく り

ま
ち
の
将
来
像
：
一
人
ひ
と
り
の
活
躍
が
つ
く
り
出
す

住
み
続
け
た
い
ま
ち

町
民
憲
章
：
ひ
と
も

ま
ち
も

自
然
も
輝
く

光
と

緑
と

ほ
た
る
の
町

目指す姿 基本方針

豊
か
な
自
然
環
境
を
守
り
活
か
す
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

デ
ジ
タ
ル
化
な
ど
技
術
の
発
展
や
社
会
の
変
化
を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り

コ
ン
パ
ク
ト
で
住
み
や
す
い
人
口
減
少
に
対
応
し
た
ま
ち
づ
く
り

基本目標 施策
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２. 基本計画の見方 

以下に、基本計画の見方を示します。 

 

 

 

  

施策 1-1.ホタルが飛び交う環境の保全                 

       

（１） 現状と課題 

 辰野町では町民、事業者、行政が一体となり、まちのシンボルであるホタルが飛び交う環境を守っ

ています。 

 しかし、手入れが行き届かなくなった農地や森林が散見されるようになってきています。このよう

な農地・森林に太陽光発電施設が建設され、環境や景観に影響を及ぼしていることもあります。 
 

（２） 施策の方向性 

 まちの様々な場所で、ホタルが飛び交う環境を次代に引き継ぎます。 

 町民、事業者、行政が環境について改めて考え、地球温暖化や水環境の保全など自然環境を守ると

ともに、環境に調和した再生可能エネルギーの有効活用等による循環型社会を構築していきます。 
 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1  

自然環境の

保全 

主要河川・地下水等の環境調査の実施 住民税務課 

2  森林の整備と保全 産業振興課 

3  田園風景の保全 産業振興課 

4  環境保全活動と町民の意識の啓発 住民税務課 

5  生物多様性1に対する町民の理解の促進 住民税務課 

6  ゲンジボタルの保護・育成 産業振興課、まちづく り政策課 

7  

生活環境の

保全 

ごみの分別収集、減量化の促進 住民税務課 

8  リサイクルによる資源の二次利用の促進 住民税務課 

9  騒音対策と危険物、有害物質等の流出・拡散の防止 住民税務課 

10  適切な再生可能エネルギーの普及 住民税務課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果

指標 
町民意識調査 
（豊かな自然や風景が守られているまち） 

8 0 .1％ 

（令和元年度） 

8 3 .0 ％ 

（令和７年度） 

町民意識調査 

（現状評価） 

進捗

管理

指標 

１人１日あたりのごみ排出量 
5 19 g /人日 

（令和元年度） 

4 8 5 g /人日 

（令和７年度） 

環境省「一般廃棄物処

理実態調査結果」 

ほたる童謡公園内のゲンジボタル 

目撃数 
4 3 ,3 6 8 匹 

（令和元年度） 

10 0 ,0 0 0 匹 

（令和７年度） 
目撃数調査 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：環境保全意識の向上 

地域：環境保全活動の実施、参加の呼びかけ 
 

関連する分野別計画 

●辰野町環境基本計画   ●辰野町森林整備計画 

                                                   
1 生物多様性：人も含めて、多様な生き物が複雑に関わり合い、互いにつながり合って生きていること 

施策について、辰
野町の現状や抱え
ている課題を示し
ています。

施策に取り組む際
の方針を示してい
ます。

施策で実施する
主な事業と担当課
を示しています。

施策の成果を測る
ための「成果指標」
と施策の進捗状況
を管理するための
「進捗管理指標」を
示しています。

協働・共創の視点
から行政以外の主
体（町民、地域、事
業者等）に期待
することを示して
います。
事業は、各主体の
活動を促進する
ことも視野に入れ
て実施します。

施策に関連する
分野別計画を示し
ています。

施策に関連するSD G sをピクトグラム
で示します。

用語の解説を示し
ています。
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基本目標１. 

ホタルが飛び交う自然豊かなまち 

（風土の保全・誇りと愛着） 
 

まちのシンボルであるホタルが飛び交う自然環境、生活環境を地域が一体となって守り、ホタル

をはじめとした辰野町らしさ、良さに誇りと愛着を持った町民や関係人口などがいるまちを目指し

ます。 

 

 

 施策の考え方  

まちには、ゲンジボタルが舞う松尾峡に代表されるように豊かな自然環境が残されています。

このような自然環境は、町民共有の財産であり、辰野町らしさ（風土）を形成する地域資源です。 

ホタルをはじめとした辰野町らしさ、良さを町内外に伝えることで、まちへの誇りと愛着を持

つ町民を増やし、地域づくり活動の機運を高めます。 

また、人口が減少する中で、地域の活力を維持するためには町外の力にも目を向ける必要があ

ります。地域資源を活用したイベント等を通して、地域づくりに参加する関係人口を増やします。 
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施策 1-1.ホタルが飛び交う環境の保全                 

       

（１） 現状と課題 

 辰野町では町民、事業者、行政が一体となり、まちのシンボルであるホタルが飛び交う環境を守

っています。 

 しかし、手入れが行き届かなくなった農地や森林が散見されるようになってきています。このよ

うな農地・森林に太陽光発電施設が建設され、環境や景観に影響を及ぼしていることもあります。 
 

（２） 施策の方向性 

 まちの様々な場所で、ホタルが飛び交う環境を次代に引き継ぎます。 

 町民、事業者、行政が環境について改めて考え、地球温暖化や水環境の保全など自然環境を守る

とともに、環境に調和した再生可能エネルギーの有効活用等による循環型社会を構築していきま

す。 
 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

自然環境の

保全 

主要河川・地下水等の環境調査の実施 住民税務課 

2 森林の整備と保全 産業振興課 

3 田園風景の保全 産業振興課 

4 環境保全活動と町民の意識の啓発 住民税務課 

5 生物多様性7に対する町民の理解の促進 住民税務課 

6 ゲンジボタルの保護・育成 産業振興課、まちづくり政策課 

7 

生活環境の

保全 

ごみの分別収集、減量化の促進 住民税務課 

8 リサイクルによる資源の二次利用の促進 住民税務課 

9 騒音対策と危険物、有害物質等の流出・拡散の防止 住民税務課 

10 適切な再生可能エネルギーの普及 住民税務課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

「豊かな自然や風景が守られてい

るまち」と思う町民の割合 

80.1％ 

（令和元年度） 

83.0％ 

（令和７年度） 

町民意識調査 

（現状評価） 

進捗 

管理 

指標 

１人１日あたりのごみ排出量 
519g/人日 

（令和元年度） 

485g/人日 

（令和７年度） 

環境省「一般廃棄物処

理実態調査結果」 

ほたる童謡公園内のゲンジボタル 

目撃数 
43,368 匹 

（令和元年度） 

100,000 匹 

（令和７年度） 
目撃数調査 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：環境保全意識の向上 

地域：環境保全活動の実施、参加の呼びかけ 
 

関連する分野別計画 

●辰野町環境基本計画   ●辰野町森林整備計画  

                                                   
7 生物多様性：人も含めて、多様な生き物が複雑に関わり合い、互いにつながり合って生きていること 
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施策 1-2.ホタルが飛び交う風土に対する誇りと愛着の醸成      

   

（１） 現状と課題 

 「ホタル」、「豊かな自然」、「美しい景観」は町民の生活、まちの文化に深く根付き、辰野町の風

土（辰野町らしさ）を形成しています。 

 一方、辰野町の良さを町内外に伝え、地域づくりの協力者を増やす取り組みは十分に実施されて

いない状況です。 

 

（２） 施策の方向性 

 町に対して愛着と誇りを持ち、自発的に地域づくりに参加する町民を増やします。 

 ほたるなど地域資源を磨き上げ、その良さを町内外に伝えることでまちづくりの担い手を増やし

ます。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

地域資源の

活用 

ほたるをはじめとした地域資源の磨き上げ まちづくり政策課 

2 地域資源を活用したイベント開催支援 
まちづくり政策課、産業振興

課 

3 地域資源を活用したイベントへの町民参加促進 
まちづくり政策課、産業振興

課 

4 

町内外への 

情報発信と 

調整 

町の魅力を町内外に伝える広報の実施 まちづくり政策課 

5 
町民とまちがお互いの想いを共有するための場づく

り 
まちづくり政策課 

6 
地域づくり活動の担い手同士を繋ぐ 

コーディネート事業 
まちづくり政策課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
町への愛着度 

77.1％ 

（令和元年度） 

80.0％ 

（令和７年度） 
町民意識調査 

進捗 

管理 

指標 

地域資源を活用したイベント 

支援数 

15件 

（令和元年度） 

20件 

（令和７年度） 
実績値 

共有の場から生まれた 

地域づくり活動に取り組んだ件数 

5件 

（令和元年度） 

8件 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：まちの良さを改めて発見する、良さを内外に伝える 

 

関連する分野別計画 

●辰野町総合戦略  
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施策 1-3.「ほたる」をきっかけとした関係人口の拡大           

      

（１） 現状と課題 

 町内の多くの地域で人口減少、高齢化が進み、今後、地域を維持することが難しくなることが指

摘されています。 

 一方、都市や町外の大学との交流などを通じて得られた関係人口が参画する地域づくりが展開さ

れている地域もあります。交流人口8・関係人口9の増加は、人口が減少する中で、移住促進、ま

ちのにぎわいを保つ効果が期待されています。 
 

（２） 施策の方向性 

 地域づくり活動に参加する関係人口、移住者を増やします。 

 ほたる祭りなどをきっかけにまちを訪れた町外の人に辰野町のファンになってもらい、継続的に

関わり続けてもらえるように環境を整備します。 
 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 
交流人口・ 

関係人口 

の拡大 

ほたるなどの地域資源を活用した観光の振興 産業振興課 

2 サイクルツーリズムなど新たな観光コンテンツ開発支援 産業振興課 

3 町外との交流による地域づくりに参加する関係人口の増加 まちづくり政策課 

4 
移住・定住 

の促進 

町外に向けた情報発信と相談対応の実施 まちづくり政策課 

5 移住受入環境の整備 まちづくり政策課 

6 移住者、転入者が地域に溶け込むための支援 まちづくり政策課 
 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
移住支援制度を利用して移住した人数 

70 人 

（令和元年度） 

80 人 

（令和 7 年度） 
総合戦略 

進捗 

管理 

指標 

観光サイトのアクセス数 
614,414件 

（令和元年度） 

775,000 件 

（令和７年度） 
町観光サイト 

町内への観光入込客数 
346,000人 

（令和年度） 

384,000 人 

（令和７年度） 
総合戦略 

町の関係人口創出事業への参加者数

（累計） 

25 人 

（令和元年度） 

150人 

（令和 7 年度） 
総合戦略 

辰野町移住ウェブサイトへのアクセス

数 

33,730 件 

（令和元年度） 

35,000 件 

（令和７年度） 
総合戦略 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：観光客をもてなす機運の醸成 

地域：交流人口・関係人口、移住者を受け入れる機運の醸成 
 

関連する分野別計画 

●辰野町総合戦略  

                                                   
8 交流人口：町外から何らかの目的で、辰野町を訪れる人のこと 
9 関係人口：「定住人口」でも「交流人口」でもなく、町外から地域や町民と多様に関わる人のこと 
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基本目標２. 

みんなが活躍できるまち 

（協働・共創・地域づくり） 
 

まちに誇りと愛着を持ち、お互いに違いを認め合った町民等による地域づくり活動が活発に行

われているまちを目指します。 

 

 

 施策の考え方  

人口が減少し地域経済が縮小局面を向かえる中にあっても、住み続けたいまちとするためには、

町民と行政とがお互いに目的を共有し、一緒になって考え、解決していくという「協働・共創」

の仕組みを構築し、地域課題の解決に取り組んでいくことが必要です。 

各地区において、町内外の多様な担い手とともに、これまで以上に地域計画を実行していきま

す。そのために、自分と異なる環境、性別や属性などを互いに認め合い、誰もが地域づくりに参

加しているまちをつくります。 
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施策 2-1.地域計画の実現                          

  

（１） 現状と課題 

 「辰野町第五次総合計画」では、17 地域ごとに住みやすい地域とするための取り組みや行政の

支援をまとめた地域計画を策定しました。 

 しかし、地域計画の取組状況は、地域によって異なっています。 

 

（２） 施策の方向性 

 地域計画を実現し、住み続けたい地域としていきます。 

 町民が住む地域のことを自ら考え、行政と協働・共創し、地域計画に基づく組織的な地域づくり

に取り組むことを強力に支援します。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 
地域づくり

の推進 

地区担当職員による地域の課題解決支援 総務課  

2 地域づくり活動費の支援 まちづくり政策課 

3 関係人口が参加する地域づくり活動への支援 まちづくり政策課 

4 

地域づくり

の場づくり 

中山間地域における地域づくり拠点となる場の形成 まちづくり政策課 

5 地域拠点における ICT 情報通信基盤の整備 まちづくり政策課 

6 地域づくり活動への ICTの利活用の支援 まちづくり政策課 

7 空き家・空き店舗の地域づくり活動への利活用 まちづくり政策課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

地域計画の進捗状況 

（進捗状況を４段階で評価する。その評価

値が３以上の区） 

11 区 
（令和元年度） 

17 区 

（令和７年度） 
区アンケート 

進捗 

管理 

指標 

地域づくり活動支援数 
11 区 

（令和元年度） 

17 区 

（令和７年度） 
実績値 

集落支援員数10 
１人 

（令和元年度） 

17 人 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：地域活動への参画 

地域：地域活動の実施、行政との連携強化 

 

関連する分野別計画 

●地域計画  

                                                   
10 集落支援員：地区から推薦され、町から委託を受け、町職員と連携しながら集落の「目配り」として

巡回、状況把握を行う人のこと 
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施策 2-2.お互いに理解し合い、認め合う関係づくり          

     

（１） 現状と課題 

 町は、これまでも人権・同和教育など、さまざまな啓発活動に取り組んできました。 

 近年は、インターネットによる人権侵害や性的マイノリティに対する配慮なども課題となってお

り、より一層、人権問題の解消に向けた取組を進めていく必要があります。 

 生産年齢人口が減少する中で、辰野町で学び、働く外国人は増えることが見込まれます。 

 

（２） 施策の方向性 

 性別や国籍などの違いを超えて、誰もが地域の一員として活動できる環境をつくります。 

 意識啓発等を行い、お互いの理解を進めます。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 一人ひとりが尊重 

される地域づくり 

人権・同和問題に対する意識の啓発 

生涯学習課、 

住民税務課、 

総務課 

2 男女共同参画意識の啓発 生涯学習課 

3 
多文化共生の推進 

多文化共生に対する意識の醸成 まちづくり政策課 

4 多言語で、わかりやすい情報の提供 まちづくり政策課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

「互いの個性や立場を尊重し合える地域 

である」と思う町民の割合 
31.6％ 

（令和元年度） 
35.0％ 

（令和 7年度） 
町民意識調査 

進捗 

管理 

指標 

人権に関する啓発活動の実施回数 
19 回 

（令和元年度） 
20 回 

（令和 7年度） 
実績値 

男女共同参画に関する学習会の開催数 
11 回 

（令和元年度） 
15 回 

（令和 7年度） 
実績値 

外国籍住民への支援を行うボランティア数 
40 人 

（令和元年度） 
50 人 

（令和 7年度） 
総合戦略 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：人権・多文化に対する理解、外国人住民との交流 

地域：誰もが社会参加できる機運の醸成 

 

関連する分野別計画 

●ほたるの里 男女共同参画プラン（第四次改定版）  
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基本目標３. 

いつまでも健やかに暮らし続けられるまち 

(福祉・保健・医療・介護） 
 
 

町民一人ひとりが主体的に健康に心掛け、生活への不安なく、町民同士が支え合い、自分らし

く健やかに暮らし続けていけるまちを目指します。 

 

 

 施策の考え方  

高齢者や障がい者、生活困窮者など弱者の孤立を防ぎ、地域で安心して暮らせるよう、地域の

支え合いの体制を強化するとともに行政の支援体制を整備します。 

また、町民がより長く健康で暮らし続けられるよう、健康づくりに取り組むことを支援します。

加えて、いつまでも健康で自立した生活を送れるよう、今後も福祉・保健・医療・介護が連携し

てすべての町民が安心して暮らしていける体制を町民とともに維持します。 
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施策 3-1.地域での支え合いによる福祉の充実              

       

（１） 現状と課題 

 高齢化や核家族化が進む中、地域での関係が希薄になり、町民同士の支え合い、助け合いが少な

くなってきています。 

 また、地域福祉の担い手が不足し、各地域での活動が縮小傾向にあります。 

 

（２） 施策の方向性 

 町民が安心して暮らし続けられる地域をつくります。 

 町民同士が声をかけ合い、困った時に支え合い、助け合う環境を整え、必要に応じて専門的な支

援を行います。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 
支え合いへ

の参加促進 

助け合い・支え合いの地域づくり 保健福祉課 

2 ボランティア等の支援 保健福祉課 

3 地域福祉のネットワークづくりと活動への支援 保健福祉課 

4 
包括ケア 

の充実 

地域包括ケアシステムの構築 保健福祉課 

5 災害時要配慮者支援システムの構築 保健福祉課 

6 生活困窮者などの暮らしを守るセーフティネットの構築 保健福祉課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
在宅療養率の向上（介護認定者） 

71.6％ 
（令和元年度） 

75.0％ 
（令和７年度） 

実績値 

進捗 

管理 

指標 

ボランティアセンター登録団体数 
96 団体 

（令和元年度） 
100団体 

（令和７年度） 
実績値 

緊急時あんしんバトン11の配布数（累

計） 
512人 

（令和元年度） 
600人 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：地域での活動への参加、町の相談・支援施策への理解、必要に応じた相談 

地域：地域での見守り、居場所の確保 

 

関連する分野別計画 

●第２次辰野町地域福祉計画・辰野町社会福祉協議会地域福祉活動計画 

●第８期辰野町介護保険事業計画・高齢者福祉計画（地域包括ケア計画）  

                                                   
11 緊急時あんしんバトン：かかりつけ病院、治療中の病気、服用している薬などを書き込んだカードを

入れるための筒型容器のこと。冷蔵庫に保管しておくことで、緊急時に救急

隊員へ的確な情報を提供することができます 
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施策 3-2.高齢者が暮らし続けられる地域の構築            

      

（１） 現状と課題 

 高齢化率が上昇しており、単身高齢者世帯がさらに増加することが見込まれます。 

 介護に不安を持つ住民もおり、高齢者に対する福祉の充実が、ますます重要となります。 

 

（２） 施策の方向性 

 高齢者が住み慣れた地域で、身体の状況に応じて、自分らしく暮らし続けられる地域をつくりま

す。 

 地域や医療・介護等の多職種が連携しながら、高齢者の健康づくり、生きがいづくりを支援する

とともに、包括的な支援体制を深化させていきます。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 元気高齢者の活動

促進 

高齢者の健康づくり支援 保健福祉課、住民税務課 

2 高齢者の生きがいづくり支援 保健福祉課 

3 
自立生活を送る 

ための支援 

協働による介護予防と重度化防止の推進 保健福祉課 

4 介護サービスの提供体制の確保 保健福祉課 

5 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 保健福祉課、住民税務課 

6 一体的な介護 

サービスの提供 

医療・介護の連携強化 保健福祉課、辰野病院 

7 在宅ケアに対応できる医療体制の強化 保健福祉課、辰野病院 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
要介護認定率 

15.1％ 

（令和元年度） 

17.3％ 

（令和７年度） 
介護保険事業状況報告 

進捗 

管理 

指標 

介護予防事業の参加者率 
0.9％ 

（令和元年度） 

10.0％ 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：健康づくり、生きがいづくりの実践 

地域：見守り、日常生活での支援 

 

関連する分野別計画 

●第８期辰野町介護保険事業計画・高齢者福祉計画（地域包括ケア計画） 

●第２次辰野町地域福祉計画・辰野町社会福祉協議会地域福祉活動計画  
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施策 3-3.  

      

（１） 現状と課題 

 障がい者（児）数は微増傾向にあります。また、社会環境の変化とともに、障がい者（児）の生

活課題や支援に対するニーズが多様化しています。 

 障がいがあっても、希望に合わせて、地域の中で暮らしたり、働いたりできるように、障がい者

への適切な支援が引き続き求められます。 

 

（２） 施策の方向性 

 障がいの有無にかかわらず、お互いを支え合う共生社会をつくります。 

 ニーズに即した保健・福祉サービスの提供等を行うとともに、地域での助け合いの拡大に努めま

す。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 地域生活移行

の促進 

障がい者が望む地域生活実現のための福祉サービスの提供 保健福祉課 

2 町民の障がい者に対する理解の促進 保健福祉課 

3 就労支援の 

推進 

障がい者に対するサービスの質の向上のための事業者啓発 保健福祉課 

4 障がい者の就労機会・社会参加機会の拡大 保健福祉課 

5 障がい児への 

支援の充実 

障がい児へのサービス提供体制の充実 保健福祉課 

6 医療的ケア児支援の体制づくり 保健福祉課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

施設入所者の地域生活への移行者数 

（累計） 

1 人 

（令和元年度） 

５人 

（令和７年度） 
実績値 

進捗 

管理 

指標 

就労継続支援者数 
62 人 

（令和元年度） 

70 人 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

障がい者：積極的な社会参加 

地域：障がいに対する理解の向上、見守り 

事業者：福祉サービスの質の向上 

 

関連する分野別計画 

●辰野町障がい者プラン 2018 

●第６期辰野町障害福祉計画第２期辰野町障害児福祉計画 

●第２次辰野町地域福祉計画・辰野町社会福祉協議会地域福祉活動計画  
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施策 3-4.健康づくりの推進                         

   

（１） 現状と課題 

 町民が生涯を通じ、健康に暮らし続けることができるよう、健康寿命の延伸が重要です。 

 しかし、生活様式の多様化や労働環境の変化などにより、心身の健康を保つことが難しくなって

います。 

 町は、継続的に健康診断の実施、呼びかけを行っています。その結果、特定検診受診率は微増傾

向です。一方、がん検診受診率は横ばいが続いています。 

 感染症の拡大防止に取り組んでいく必要があります。 
 

（２） 施策の方向性 

 町民一人ひとりが継続的に心身の健康づくりに取り組むまちにします。 

 町民が自身の健康状態を把握し、適切な生活習慣（食生活や運動等）を身に付け健康を維持する

ことができるように支援します。 
 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 健康状態の

把握の支援 

各種検診等による町民の健康管理の支援 保健福祉課、住民税務課 

2 地域の健康課題の分析 保健福祉課、住民税務課 

3 
生活習慣の

改善の促進 

日常における運動習慣づくりの支援 保健福祉課、住民税務課 

4 健康づくりのための食育の普及 
保健福祉課、 

産業振興課、こども課 

5 

健康づくり

の場の充実 

地域や事業者（企業）に対する健康づくり意識啓発 保健福祉課 

6 地域での健康づくり方法の提案 保健福祉課 

7 
自殺防止のためのこころの健康づくりに関する 

相談体制の充実 
保健福祉課、こども課 

8 

感染症対策 
感染症防止体制の整備 保健福祉課 

9 予防接種等による感染防止の推進 保健福祉課 
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（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
国民健康保険加入者医療費 

426,034 千円 

（令和元年度） 

370,838千円 

（令和７年度） 
国保事業年報 

進捗 

管理 

指標 

健康ポイント12交換者数 
196人 

（令和元年度） 

1,250人 

（令和７年度） 
総合戦略 

国民健康保険加入者の 

特定健康診査の受診率 

47.9％ 

（令和元年度） 

60.0％ 

（令和７年度） 
特定健診法定報告 

がん検診の受診率 
27.9％ 

（令和元年度） 

50.0％ 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：健康づくりの実践 

地域：地域で健康づくり活動を広げる 

商工会・企業：健康づくりに取り組む人への理解 

 

関連する分野別計画 

●健康づくり計画辰野 21（第 4次） 

●辰野町新型インフルエンザ等対策行動計画  

                                                   
12 健康ポイント：辰野町で実施する健診（検診）受診や健康教室に参加することで付与されるポイント

のこと。ポイントは、ほたるシール協同組合加盟店で使用できる商品券と交換できま

す 
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施策 3-5.地域医療体制の維持                      

   

（１） 現状と課題 

 国は医療体制改革として公立病院の再編・統合を進めています。これを受け県が策定した「長野

県地域医療構想」でも病床削減の方向性が打ち出されており、病院経営を取り巻く環境は厳しい

状況です。 

 加えて、町内の開業医の高齢化が進み、地域の医療の担い手が不足しつつあり、従来の地域医療

体制を維持することが難しくなってきています。 

 

（２） 施策の方向性 

 必要なときに、適切な医療を受けられる地域医療体制を維持します。 

 町民、町内・近隣市町村の医療機関が協力し合い、地域の医療機関との連携等による効率化を進

めます。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

地域医療 

体制の維持 

医療機関の機能に応じた適切な受診の啓発 保健福祉課 

2 三師会13との連携促進 保健福祉課 

3 辰野病院の効率的な運営 辰野病院 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
辰野病院の経常収支比率 

100.8％ 
（令和元年度） 

100％以上 
（令和７年度） 

実績値 

進捗 

管理 

指標 

辰野病院の病床利用率 
85.1％ 

（令和元年度） 
80.0％ 

（令和７年度） 

辰野病院経営状況 

一覧表 

辰野病院の常勤医師の数 
7 人 

（令和元年度） 
9 人 

（令和 7年度） 
総合戦略 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：かかりつけ医療機関等を持つなど、適切な受診 

医療機関：医療従事者の確保 

 

関連する分野別計画 

●辰野病院経営改革プラン  

                                                   
13三師会：辰野町医師会、辰野町歯科医師会、辰野町薬剤師会のこと 
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基本目標４. 

次代を担う人材が育つまち 

（子育て・教育・生涯学習） 
 

安心して妊娠・出産ができ、地域の協力のもと、子どもたちが大切にされ、健やかに育つまち

を目指します。 

加えて、すべての町民が学び続け、町への誇りと愛着を持って地域で活躍できる環境があるま

ちをつくります。 

 

 

 施策の考え方  

まちで生まれ育つ子どもたちはまちの宝であり、郷土を愛し、誇りを持って成長することが地

域の願いです。子どものいる家庭をみんなで支え、地域全体で子どもを育てます。 

さらに、子どもたちには、最新技術の習得、まちの自然や歴史、文化から多様な体験を通じ、

社会を生き抜く力を身につけ、成長していけるよう、教育環境を充実します。 

加えて、大人も学び続け、まちの次代を牽引する役割を有しています。すべての町民がまちの

自然や歴史、文化について理解を深めたり、常に学び続けられたりすることができる環境を整備

し、町への誇りと愛着を持って地域で活躍できる環境を整えます。 
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施策 4-1.安心して子どもを生み、子育てができる環境の構築    

       

（１） 現状と課題 

 少子化・核家族化、結婚・出産・子育てに対する価値観の多様化にともない、出産年齢の上昇や

共働き家庭の増加等、子どもと子育て世帯を取り巻く環境が大きく変化しています。 

 国の子育て支援政策は、経済政策と合わせて立案されています。母親の就労等、社会変化に対応

できる子育て支援体制が求められています。 
 

（２） 施策の方向性 

 町民の妊娠・出産・子育ての希望を実現できるまちにします。 

 結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を行い、町民が安心して子どもを生み、子育てでき

る環境づくりをさらに進めていく必要があります。 
 

（３） 主な事業 
№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 
出会い、妊娠支援の

充実 

出会いの場づくりへの支援 保健福祉課 

2 産前産後に対する支援 保健福祉課 

3 不妊・不育に対する支援 保健福祉課 

4 
子ども・子育て支援

の充実 

保育サービスの実施 こども課 

5 子育て支援制度の充実と情報提供 こども課 

6 子どもの居場所づくり こども課 

7 家庭の子育て力の 

向上支援 

家庭での教育力の向上支援 こども課 

8 子育ての仲間づくりや情報共有の場の提供 こども課 

9 
地域で支える 

子育ての促進 

地域での子育て支援 生涯学習課 

10 ファミリーサポート事業の継続 こども課 

11 ワーク・ライフ・バランス14を実現する環境づくり まちづくり政策課 
 

（４） 指標 
種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

「子どもを安心して産み育てられる 

まち」だと思う町民の割合 
36.2％ 

（令和元年度） 

40.0％ 

（令和７年度） 
町民意識調査（現状評価） 

進捗 

管理 

指標 

保育園待機園児数 
0人 

（令和元年度） 

0人 

（令和７年度） 
実績値 

ファミリーサポート15協力会員数 
16人 

（令和元年度） 

20人 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：家庭において子どもを生み、育てること 

地域：子育て世帯への支援、子どもの健全育成への協力 

事業者：多様な働き方を実現できる環境整備 
 

関連する分野別計画 

●第二期辰野町子ども・子育て支援事業計画  

                                                   
14 ワークライフバランス：仕事と生活の調和のこと 
15 ファミリーサポート：『お子さんを預かってほしい方』と『お子さんを預かることができる方』の双方

を会員として登録し、育児の援助活動に取り組む事業のこと 
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施策 4-2.生きる力を育む教育の推進                   

     

（１） 現状と課題 

 価値観が多様化し、社会が急激に変化する中で「確かな学力」、「豊かな人間性」、「健康・体力」

の三つの力をバランス良く身につけながら子どもたちの「生きる力」を育むことが求められてい

ます。 

 町内には、幼稚園・保育園・小学校・中学校、高校、短大がありますが、少子化が進む中で児童・

生徒・学生数の急激な減少、施設設備の老朽化等の課題を抱えています。 
 

（２） 施策の方向性 

 子どもたちの「生きる力」を育むため、教育環境を充実します。 

 子どもたちの豊かな感性や知性、郷土を愛する心を育み、主体的に考え、学ぶことができる教育

環境を町内の教育機関や地域とともにつくり、将来の辰野町を担う人材を育てます。 
 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 
保育・教育環境 

の整備 

幼保小中高短大の連携の促進 こども課 

2 保育・教育施設の整備 こども課 

3 高校、短大の教育環境の整備支援 総務課 

4 個に応じた学びの

実施 

子どもの個性を尊重した教育 こども課 

5 小中学校における ICT を活用した教育の充実 こども課 

6 
地域が 

支える教育 

地域資源を活用した豊かな情操・感性の育み こども課 

7 学校支援ボランティアの充実 こども課 

8 地元高校、短大と地域を結ぶ仕組みづくり 総務課 

9 
キャリア教育の 

実施 

郷土を愛する心を育む体験教育機会の提供 こども課 

10 町内の産業に触れる機会の提供 
こども課、 

産業振興課 
 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
学校生活満足度 

60.5％ 

（令和元年度） 

70.0％ 

（令和７年度） 
Ｑ－Ｕ検査16結果 

進捗 

管理 

指標 

ボランティア等による学校支援 

事業の実績 

1,558 件 

（令和元年度） 

1,560 件 

（令和７年度） 
実績値 

教員の ICT活用指導力 
74.5％ 

（令和元年度 

85.0％ 

（令和７年度） 

学校における教育の情報

化の実態等に関する調査 

キャリア教育協力事業者数 
37 事業者 

（令和元年度） 

40 事業者 

（令和７年度） 
実績値 

 

  

                                                   
16 Q-U 検査：子どもの学校生活に対する満足度・意欲、学級集団の状況を調べるアンケート調査のこと。

アンケートの結果は学級経営や授業改善に役立てています 
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（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

地域：学校に対する支援・協力 
 

関連する分野別計画 

－  
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施策 4-3.地域づくりにつながる生涯学習の推進             

   

（１） 現状と課題 

 町民一人ひとりが豊かな人生を過ごせるよう、学習、文化・スポーツ活動ができる機会・場所が

提供され、その成果を活かせる社会の実現を図ることが求められています。 

 町民の参加意欲を向上させることが必要です。 

 

（２） 施策の方向性 

 町民誰もが学習を続け、成長しているまちにします。 

 町内で多様な学習、文化・スポーツ活動機会が提供され、それにより得られた知識等が、地域づ

くりに活かされる環境をつくります。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

多様な学習機会の

提供 

利用しやすい図書館の整備 生涯学習課 

2 町民会館の整備  生涯学習課 

3 分館活動の支援 生涯学習課 

4 学習した成果の活用・還元の場の提供 生涯学習課 

5 地域を特徴づける伝統文化、文化財の調査・保存と活用 生涯学習課 

6 企画展など文化芸術活動の場の提供 生涯学習課 

7 多様なスポーツの

推進 

生涯スポーツの振興 生涯学習課 

8 スポーツを通じた地域の絆づくり 生涯学習課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
生涯学習講座等満足度 

87.6％ 
（令和元年度） 

90.0％ 

（令和７年度） 
各種アンケート結果 

進捗 

管理 

指標 

図書館入館者数 
57,737 人 

（令和元年度） 

65,000 人 

（令和 7 年度） 
図書館利用者統計 

体育施設の利用者数 
124,990 人 

（令和元年度） 

137,000 人 

（令和７年度） 

テニスコート 

学校体育施設含む 

美術館入館者数 
6,028 人 

（令和元年度） 

7,000 人 

（令和７年度） 
実績値 

荒神山スポーツ公園の年間利用者数 
70,619 人 

（令和元年度） 

75,000 人 

（令和 7 年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：積極的な学び、地域づくりへの参画 

地域：学びを地域づくりに生かすことのできる仕組みづくり 

 

関連する分野別計画 

－  
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基本目標５. 

活力と魅力ある仕事のあるまち（産業振興） 
 

 

地域資源を活用した魅力ある事業を中心に産業が発展し、地域経済が好循環する、にぎわいと

働く場があるまちを目指します。 

 

 施策の考え方  

まちが自立し続けるためには、町民・事業者とともに地域経済に好循環を生み出すことが不可

欠です。 

技術の発展により、小規模な事業者でも様々な事業に参入が可能になりつつあることを踏まえ、

地域を牽引する事業者の新たな事業へのチャレンジを支援します。また、既存の事業者の経営基

盤の強化等を支援し、にぎわいと働く場を確保します。 

加えて、まちに暮らしながらやりがいのある仕事に就け、いきいきと働けるよう、多様な働き

方の実現を支援するとともに、人材の育成を進めることで、就業機会を拡大し、住み続けられる

まちとします。 
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施策 5-1.新たな価値を創造するために挑戦する事業者への支援  

     

（１） 現状と課題 

 町内の経営者の高齢化が進み、廃業するケースが増えています。 

 加えて、人口減少にともない、既存の市場ニーズはさらに縮小すると考えられます。 

 グローバル化や技術革新が進むことにより、辰野町の産業を取り巻く環境はさらに変化すること

が見込まれます。 

 町内の事業者の多くは、下請け、孫請けでの受注が多い状況であり、景気変動の影響を受けやす

くなっています。このような状況からの脱却を図る必要があります。 
 

（２） 施策の方向性 

 地域の資源を活用した新たな分野（産業）や事業、技術開発にチャレンジ（挑戦）する人に対し

て支援をすることで、地域の経済を維持します。 

 商工会等と連携し、企業連携や新規創業・起業を支援することにより、町内に新たな産業の育成

を進めます。 
 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

開発支援 

新規事業創出のためのマッチング支援 産業振興課 

2 新技術開発等の取り組みへの支援  産業振興課 

3 ６次産業化の推進 産業振興課 

4 
販売支援 

マーケティング支援 産業振興課 

5 販路開拓に取り組む企業に対する支援 産業振興課 
 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

製造品出荷額 
11,140,633 万円 

（平成 30年度） 

11,150,000 万円 

（令和 7 年度） 
工業統計 

年間商品販売額 
2,198,000 万円 

（令和元年度） 

3,000,000 万円 

（令和７年度） 
経済センサス 

進捗 

管理 

指標 

創業支援塾受講者数 
9 人 

（令和元年度） 

50 人 

（令和 7 年度） 
実績値 

6 次産業に取組む団体数 
18 団体 

（令和元年度） 

25 団体 

（令和 7 年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民・移住者：創業の検討、空き店舗等の活用 

事業者：第二創業17の検討、空き店舗等の活用 

商工会：創業・新規事業創出支援、経営指導 
 

関連する分野別計画 

●辰野町総合戦略   ●辰野町 6次産業化推進戦略  

                                                   
17第二創業：すでに事業を行っている事業者がその業態を転換したり、新事業を起こしたりすること 
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施策 5-2.商工業の振興                           

         
 

（１） 現状と課題 

 工業は町の基幹産業ですが、9 割以上が中小零細企業です。独自の技術を持つオンリーワン企業

も存在しますが、事業所数は微減傾向です。 

 経営者の高齢化・後継者不足、インターネット販売の普及などにより、町内の商業環境は厳しさ

を増しており、町内の小売店数がさらに減少することが見込まれます。 

 

（２） 施策の方向性 

 地域経済の好循環が実現し、事業者数が維持され、町内に雇用の場を確保します。 

 商工会と連携し、商工事業者の経営基盤の強化、担い手の確保・育成に取り組むとともに、町民

を巻き込み、地域経済の好循環を促進します。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 
経営基盤 

強化の推進 

産業振興・人材育成に活用する ICT 基盤の整備 産業振興課 

2 辰野町商工会を通じた経営能力向上の支援 産業振興課 

3 事業承継の支援 産業振興課 

4 担い手の 

確保・育成 

商工会と連携した起業、第二創業への支援 産業振興課 

5 新たなものづくり産業、知識集約型産業18の誘致の実施 産業振興課 

6 地域経済の

循環づくり 

地域経済の好循環を実現するための商店街再生 産業振興課 

7 地域経済を循環させる地産地消の普及 産業振興課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

人口 1,000 人あたりの商工業事業所数 
（平成 28年 1月 1日現在 住民基本台帳人口） 

42.5事業所 

（平成 28年） 

42.0事業所 

（令和５年） 
経済センサス 

人口 1,000 人あたりの卸売・小売事業所数 
（平成 28年 1月 1日現在 住民基本台帳人口） 

8.8事業所 

（平成 28年） 

8.0事業所 

（令和５年） 
経済センサス 

進捗 

管理 

指標 

振興補助金の利用数 
17 件 

（令和元年度） 

20 件 

（令和 7 年度） 
実績値 

商店街等の空き店舗の利活用数 
2 件 

（令和元年度） 

10 件 

（令和 7 年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：町内の事業者を知る 

事業者：個性のある商店づくり、技術の高度化 

商工会：経営指導 

 

関連する分野別計画 

●辰野町総合戦略  

                                                   
18 知識集約型産業：人の知的労働力に頼る割合が高い産業のこと 
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施策 5-3.農林業の振興                           

       

（１） 現状と課題 

 農業者の高齢化と後継者不足による農地の遊休化の拡大、鳥獣による農作被害における耕作意欲

の減退など農業を取り巻く環境は厳しい状態です。 

 森林では担い手不足等により、整備、伐期の遅れによる手入れの不足が見られます。 

 一方、今後、木質バイオマスエネルギー利用など町産木材の需要拡大が見込まれることも踏まえ、

計画的な施業の推進が求められています。 
 

（２） 施策の方向性 

 次代に引き継がれるよう、魅力ある農業・林業の創生、豊かな農山村環境を整備します。 

 農業者・林業者の経営基盤の強化、担い手の育成・確保を行うとともに、安全な農産物・林産物

の供給を行います。加えて、町民による地産地消を実現します。 
 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

経営基盤強化の推進 

農林業経営の安定化支援 産業振興課 

2 ICT機器を活用した生産性の高い農業・林業の実現 産業振興課 

3 森林環境譲与税を活用した森林整備 産業振興課 

4 松くい虫被害の未然防止 産業振興課 

5 野生鳥獣による被害の軽減対策 産業振興課 

6 農道、林道、農業用水、ため池等の整備と維持管理 産業振興課 

7 
担い手の確保・育成 

新規就農者、林業者等の確保 産業振興課 

8 農業・林業の新たな担い手の育成 産業振興課 

9 地域経済の循環づくり 地産地消の普及 産業振興課 
 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
農業産出額（推計） 

74 千円 
（平成 30年度） 

77 千円％ 

（令和７年度） 
市町村別農業産出額 

進捗 

管理 

指標 

担い手の農地経営面積 
192ha 

（平成 30年度） 
214ha 

（令和７年度） 
実績値 

担い手への農地集積率 
20.4％ 

（平成 30年度） 
25.0％ 

（令和７年度） 
実績値 

森林経営管理制度による集積面積 
0ha 

（令和元年度） 

3ha 

（令和７年度） 
実績値 

森林経営計画に基づいた間伐面積 
69ha 

（令和元年度） 

80ha 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：町産農作物の消費 

事業者：町産農作物、材木の利用 
 

関連する分野別計画 

●辰野町総合戦略 ●辰野町農業振興ビジョン 

●辰野町農業振興地域整備計画 ●辰野町水田フル活用ビジョン 

●辰野町森林整備計画  
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施策 5-4.就業機会の拡大                         

       

（１） 現状と課題 

 国が働き方改革を推進したことにより、大きく変わる働く環境の変化に対応した支援が求められ

ます。 

 住み続けられるまちとするために、町内、町近郊での就業機会を拡大する必要があります。 

 

（２） 施策の方向性 

 辰野町に居住しながら就業できる環境を整え、安心して持続的に働けるまちにします。 

 就業機会の拡大、安定化を図るとともに、関係機関との連携を図りながら、若者、女性や高齢者

を含む多様な働き手が、その能力に応じた働き方や就労方法を選択できるようにします。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

雇用対策 

関係機関や町内事業者との連携による就業機会の確保 産業振興課、まちづくり政策課 

2 若年技能者の育成支援 産業振興課 

3 たつの暮らしを目指す人のインターンシップの実施 産業振興課 

4 
働き方改革 

事業者に対する働き方改革の啓発と支援 産業振興課 

5 女性や高齢者の就労機会の拡大 産業振興課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 
町内新規就職者数 

38 人 
（令和 2年度） 

45 人 
（令和 7年度） 

労務対策協議会資料 

進捗 

管理 

指標 

辰野町求人インターンシップ情報サイト

「たつのしごと」アクセス数 
16,671 件 

（令和元年度） 

20,000 件 
（令和 7年度） 

実績値 

女性や高齢者の就労相談数 
12 人 

（令和元年度） 

25 人 
（令和７年度） 

実績値 

インターンシップ事業の参加者数 
６人 

（令和元年度） 

６人 
（令和 7年度） 

実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：町内企業への就職 

事業者：多様な働き方の導入 

 

関連する分野別計画 

 辰野町総合戦略  
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基本目標６. 

安全で快適に暮らし続けられるまち 

（都市基盤・防災防犯） 
 

 

町民と行政が協力し、社会基盤、生活基盤の維持・整備を進め、安全に快適に暮らし続けられ

る人口規模に見合った効率的でコンパクトなまちを目指します。 

 

 施策の考え方  

快適に暮らせる社会基盤は、住み続けられるまちとなるために最低限必要なことです。また、

社会基盤があるからこそ、地域づくり活動を行えます。 

町民と行政が協力し、社会基盤の維持・整備を進めるとともに、防災・減災、防犯、交通安全

にも取り組み、安全で快適な暮らしができるまちにします。 
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施策 6-1.都市基盤の整備・維持                     

   

（１） 現状と課題 

 町内の道路、橋梁の整備を進めているところですが、一部には狭い箇所、補修が必要な箇所が残

っています。通勤時間帯の渋滞解消や災害時の避難経路確保等の観点から安全な道路環境が求め

られています。 

 上下水道は、老朽化がみられる箇所もあります。 

 人口が減少する中で、今後、暮らしに不可欠な都市基盤の維持や適切な管理は課題となります。 

 

（２） 施策の方向性 

 町民の生活を支える都市基盤を維持されているまちにします。 

 そのため、人口が減少する中、必要となる都市基盤を見極めたうえで、適切な維持・管理・改良

を行います。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

インフラの維持 

道路、橋梁の適正な維持・管理・改良 建設水道課 

2 地域公共交通の維持・改善・確保 まちづくり政策課 

3 上下水道の適正な維持・管理 建設水道課 

4 
魅力ある住環境 

づくり 

公園などの憩いの空間の充実 建設水道課 

5 秩序ある住宅、宅地の確保 建設水道課、産業振興課 

6 まちなか景観の保全 建設水道課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

「利便性が高く、快適に生活でき

るまち」だと思う町民の割合 

21.2％ 

（令和元年度） 

30.0％ 

（令和７年度） 
町民意識調査（現状評価） 

進捗 

管理 

指標 

町道の改良率 

42.2％ 

（令和元年

度） 

43.5％ 

（令和７年度） 
実績値 

町営バス、デマンド型 

乗合タクシーの利用者数 

16,241 人 

（令和元年

度） 

16,500 人 

（令和 7 年度） 
実績値 

上水道有収率 

89.8％ 

（令和元年

度） 

90.0％ 

（令和７年度） 
実績値 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：都市基盤の適切な利用 

地域：都市基盤の維持・管理への参画 
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関連する計画 

●辰野町都市計画マスタープラン ●辰野町橋梁長寿命化修繕計画 

●辰野町「水循環・資源循環のみち 2015」構想 ●辰野町水道ビジョン 

●辰野町上水道事業経営戦略 ●辰野町公共下水道事業計画 

●辰野町特定環境保全公共下水道事業計画 ●辰野町下水道事業経営戦略 

●辰野町下水道ストックマネジメント計画 ●辰野町景観計画 

●辰野町公営住宅等長寿命化計画 ●辰野町都市公園長寿命化計画 
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施策 6-2.自然災害の被害を最小限に抑制する体制の構築     

      

（１） 現状と課題 

 近年、各地で地震や集中豪雨が多発しています。町内においても、風雨災害が発生しています。 

 地形的特色から、町内には浸水想定区域、土砂災害警戒区域など、町民の生活を脅かす恐れのあ

る区域も多くあります。 

 

（２） 施策の方向性 

 災害の被害を最小限に抑え、災害が発生した場合に迅速な復旧・復興ができる体制を構築します。 

 防災の備えをするとともに、町民の防災意識の向上を図り、緊急時に近隣住民同士で助け合える

関係をつくります。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

1 

防災・減災の推進 

自然災害対策の実施 建設水道課 

2 災害時情報伝達方法の多重化 総務課 

3 地域の防災力向上支援 総務課 

4 特定空き家などの危険建物の撤去 総務課 

5 住宅の耐震化支援 建設水道課 

6 危機管理体制の充実 総務課 

7 復旧・復興の体制

づくり 

復旧・復興を担う人材の確保 総務課 

8 被災者生活再建支援体制の構築 保健福祉課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

「地域ぐるみで災害への備えが行

われている」と思う町民の割合 

53.9％ 

（令和元年度） 

60.0％ 

（令和７年度） 
町民意識調査（現状評価） 

進捗 

管理 

指標 

防災訓練参加率 
14％ 

（令和元年度） 

20％ 

（令和７年度） 

町総合防災訓練への参

加世帯割合（目標２割） 

住民参加型防災マップの作成 

（累計） 
7 区 

（令和元年度） 

17 区 

（令和 7 年度） 
総合戦略 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：自主防災組織活動への参加、防災・減災に関する意識の向上 

地域：自主防災組織の活性化、避難所運営のための準備 

企業：企業防災組織の整備 

医療機関：必要な資機材・備蓄品の確保 
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関連する分野別計画 

●辰野町地域防災計画 

●辰野町国民保護計画 

●辰野町災害時受援計画 

●災害廃棄物処理計画 

●辰野町耐震改修計画 

●辰野町公共施設等総合管理計画 

●辰野町水防計画 
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施策 6-3.町民同士でつくる安全な地域づくり               

      

（１） 現状と課題 

 近年、町内の刑法犯発生件数は減少していますが、全国的には、振り込め詐欺や架空請求詐欺な

どの特殊詐欺の被害が後を絶ちません。 

 交通事故発生件数は横ばいが続いていますが、関係機関や関係団体との協議・連携を継続し、町

民意識の向上、危険箇所の改善等の対策をさらに進める必要があります。 

 

（２） 施策の方向性 

 犯罪・交通事故、火災のない安全に暮らせる地域をつくります。 

 警察等の関係機関と連携し、地域において防犯活動、交通安全対策、防火活動を行います。 

 

（３） 主な事業 

№ 事業分類 主な事業名 担当課 

１ 
地域防犯の推進 

町民に対する情報提供による防犯意識の向上 総務課 

２ 地域防犯組織による防犯パトロール等への支援 総務課 

３ 
消費者被害の防止 

消費者相談の実施 住民税務課 

４ 消費者教育の推進 総務課 

５ 
交通安全の推進 

交通安全運動の推進 総務課 

６ 危険個所の解消 建設水道課 

７ 
防火対策の推進 

消火栓・防火水槽等の消防施設や機材の整備 総務課 

８ 地域の実情に応じた消防団活動の支援 総務課 

 

（４） 指標 

種別 指標名 基準 目標 出典 

成果 

指標 

刑法犯発生件数 
39 件/年 

（令和元年度） 

20 件/年 

（令和７年度） 
伊那警察署調 

交通事故件数 
35 件/年 

（令和元年度） 

18 件/年 

（令和７年度） 
伊那警察署調 

進捗 

管理 

指標 

青色防犯パトロールの実施 
53 件/年 

（令和元年度） 

53 件/年 

（令和７年度） 
辰野町防犯協会調 

街頭での交通安全指導 
9 回/年 

（令和元年度） 

9 回/年 

（令和７年度） 
辰野交通安全協会調 

 

（５） 協働・共創の視点から各主体に期待すること 

町民：個人でできる防犯行動の徹底、防犯に関する知識の習得、交通ルールの遵守 

地域：地域内での見守り、防犯活動の実施、交通安全意識の啓発 

 

関連する分野別計画 

－  
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重点テーマ 
将来像「一人ひとりの活躍がつくり出す、住み続けたいまち」の実現に向け、重点的に取り組む必要の

あるテーマを「重点テーマ」として設定し、重点テーマに関連する主な事業を示します。 

1. 地域包括ケアシステムの構築と拡充 

高齢者が住み慣れた地域で、自分らしく暮らし続けられるように、関係機関と連携し、地域において包

括的な支援・サービスを提供する体制（地域包括ケアシステム）を構築します。 

さらに、この地域包括ケアシステムを拡充し、全ての世代の町民同士による支え合いと公的な支援が連

携した地域を実現します。 

関連する主な事業 

№ 主な事業名 担当課 

施策 3-1 事業 4 地域包括ケアシステムの構築 保健福祉課 

施策 3-1 事業 1 助け合い・支え合いの地域づくり 保健福祉課 

施策 3-1 事業 2 ボランティア等の支援 保健福祉課 

施策 3-1 事業 3 地域福祉のネットワークづくりと活動への支援 保健福祉課 

 

2. ど真ん中プロジェクト 

町民憲章にも「辰野町は日本の中心」であると掲げています。日本の“ど真ん中”に住んでいるという

誇り（ど真ん中プライド）を持ち、地域や世代を超えて、町民一人ひとりが主体となる活躍の場をつくり、

「住み続けたいまち」とするために活動できるように支援します。 

関連する主な事業 

№ 主な事業名 担当課 

施策 1-2 事業 5 町民とまちがお互いの想いを共有するための場づくり まちづくり政策課 

施策 1-2 事業 6 地域づくり活動の担い手同士を繋ぐコーディネート事業 まちづくり政策課 

 

3. 町民と行政が一体となった道路の改良 

道路は、地域づくりを支える大切なインフラです。 

町が策定する「道路網計画」に基づき、幹線道路・生活道路の維持・管理に取り組みます。維持・管理

にあたっては、町民との合意形成に努めるとともに、必要に応じて町民と行政が一体となって、取組みま

す。 

特に、駅前の道路の改良は喫緊の課題となっており、まちなみの改善も含めて優先的に取組みます。 

関連する主な事業 

№ 主な事業名 担当課 

施策 6-1 事業 1 道路、橋梁の適正な維持・管理・改良 建設水道課 
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施策と SDGs との関係 
 

「持続可能な開発目標（SDGs）」は、平成 27（2015）年に国連において採択された「持続可能な

開発のための 2030 アジェンダ」に掲げられた 17 のゴール（目標）です。 

各国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標となっており、前期基本計画においても、

誰一人取り残さない持続可能な社会づくりに取り組みます。 

以下に、17 のゴールと前期基本計画での取り組み、施策との対応を示します。 

 

17 のゴール 総合計画での取り組み 

 

あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に

終止符を打つ。 

すべての町民が必要最低限の暮らしを確

保することができるよう支援を行います。 

 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養

改善を実現し、持続可能な農業を促進す

る。 

土地や水資源を含む自然資産を活用して

農業や畜産などの食料生産、その支援を行

い、安全な食料確保に努めます。 

 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な

生活を確保し、福祉を推進する。 

町民の健康状態を維持・改善できるよう

支援を行います。 

 

すべての人々に包摂的かつ公平で質の高

い教育を提供し、生涯学習の機会を促進

する。 

学校教育と社会教育に取り組み、町民の

知的レベルを引き上げます。 

 

ジェンダーの平等を達成し、すべての女

性と女児の能力強化（エンパワーメント）

を図る。 

意識啓発を通じて、人権が守られるよう

にします。 

 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と

持続可能な管理を確保する。 

水源地の環境保全を通して水質を良好に

保ちます。 

 

すべての人々に、安価かつ信頼できる持

続可能な近代的エネルギーへのアクセス

を確保する。 

公共施設における省エネ化・再エネ利用

の推進、町民の省エネ化、再エネ利用を支

援します。 

 

すべての人々のための包摂的かつ持続可

能な経済成長、雇用およびディーセン

ト・ワーク（働きがいのある人間らしい

仕事）を促進する 

地域経済の活性化、雇用の創出に取り組

みます。 

勤務環境の改善等により、労働者の待遇

改善に努めます。 

 

強靱（レジリエント）なインフラ構築、

包摂的かつ持続可能な産業化の促進及び

イノベーションの推進を図る。 

インフラの維持・管理を行います。 

新たな産業やイノベーション創出の支援

を行います。 
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17 のゴール 総合計画での取り組み 

 

国内および国家間の不平等を是正する。 様々な意見を尊重し、公平・平等なまち

づくりに努めます。 

 

都市を包摂的、安全、強靭（レジリエン

ト）で持続可能な都市及び人間居住を実

現する。 

持続可能な居住環境の整備に努めます。 

 

持続可能な生産消費形態を確保する。 省エネや３Ｒの徹底などの環境教育によ

り、町民一人一人の意識や行動を見直すき

っかけをつくります。 

 

気候変動及びその影響を軽減するための

緊急対策を講じる。 

気候変動や気候変動による災害への備え

に努めます。 

 

海洋と海洋資源を保全し、持続可能な形

で利用する。 

まちで発生した汚染が河川等を通して、

海洋に流れ出ることがないように努めま

す。 

 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利

用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠

化への対処、ならびに土地の劣化の阻

止・回復及び生物多様性の損失を阻止す

る。 

国や周辺自治体、関係者と連携し、自然

資産の保護に努めます。 

 

持続可能な開発のための平和で包摂的な

社会を促進し、すべての人々に司法への

アクセスを提供し、あらゆるレベルにお

いて効果的で説明責任のある包摂的な制

度を構築する。 

町民と行政が協力し、犯罪が少ないまち

を目指します。 

 

持続可能な開発のための実施手段を強化

し、グローバル・パートナーシップを活

性化する。 

町民等と協力して持続可能なまちの実現

を目指します。 
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基本目標 1 ホタルが飛び交う自然豊かなまち      

 施策 1-1 ホタルが飛び交う環境の保全      

 施策 1-2 
ホタルが飛び交う風土に対する誇りと 

愛着の醸成 
     

 施策 1-3 ほたるをきっかけとした関係人口の拡大      

基本目標 2 みんなが活躍できるまち      

 施策 2-1 地域計画の実現      

 施策 2-2 お互いに理解し合い、認め合う関係づくり     ● 

基本目標 3 いつまでも健やかに暮らし続けられるまち      

 施策 3-1 地域での支え合いによる福祉の充実 ● ● ●   

 施策 3-2 高齢者が暮らし続けられる地域の構築 ● ● ●   

 施策 3-3 
障がい者（児）が生き生きと暮らせる 

地域共生社会の構築 
●  ●   

 施策 3-4 健康づくりの推進   ●   

 施策 3-5 地域医療体制の維持   ●   

基本目標 4 次代を担う人材が育つまち      

 施策 4-1 
安心して子どもを生み、子育てができる環

境の構築 
● ● ● ●  

 施策 4-2 生きる力を育む教育の推進   ● ●  

 施策 4-3 地域づくりにつながる生涯学習の推進   ● ●  

基本目標 5 活力と魅力ある仕事のあるまち      

 施策 5-1 新たな価値を創造する事業の支援      

 施策 5-2 商工業の振興      

 施策 5-3 農林業の振興      

 施策 5-4 就業機会の拡大と働きやすい環境づくり      

基本目標 6 安全で快適に暮らし続けられるまち      

 施策 6-1 都市基盤の整備・維持      

 施策 6-2 
自然災害の被害を最小限に抑制する 

体制の構築 
     

 施策 6-3 町民同士でつくる安全な地域づくり      
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 ●    ● ● ● ● ●  ● 

     ●      ● 

     ●      ● 

            

     ●      ● 

    ●       ● 

            

    ● ●     ● ● 

     ●     ● ● 

    ● ●     ● ● 

           ● 

           ● 

            

           ● 

           ● 

           ● 

            

  ● ●   ●     ● 

  ● ●   ●     ● 

  ● ●   ●   ●  ● 

  ●         ● 

            

●     ●       

     ●    ●  ● 

     ●      ● 

  



62 

  



63 

 

 

 

 

 

 

 

第 2編 未来志向の行財政改革  
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行政においても、限りある資源（予算、人員）をより効率的、効果的に活用するため、行財政改

革を進めます。 

これまでの行財政改革の取り組みは、歳出の削減や成果重視・経営的視点を掲げつつも、現状に

対して何をしていくのか、という「課題解決型」の取り組み方でした。これからは、限られている

資源の中で、効果的なサービスを提供する「質」の視点及び事業の効果や成果を重視するとととも

に、目標を実現するために何ができるか、という「目標達成型」の取り組みによる行財政改革を行

い、前期基本計画を推進します。 

行財政改革の詳細は、「辰野町行財政改革プラン２０２５」に示しますが、ここではその概要を示

します。 

 

基本方針１(組織・職員) 強く柔軟な組織づくりと働き方改革 

組織目標の達成に向け、一丸となれる組織文化の形成を図りながら、能率的な行政運営を実現す

るために、職員の人材育成に努めるとともに、新たな時代に対応した働き方改革を推進します。 

 

戦略 1 組織経営の強化 

【１】組織体制の効率化 

時代の変化に柔軟かつ迅速、的確な対応を可能とする行政体制の確立を図ります。内部統制に

よるリスクマネジメント(危機管理)を強化し、コンプライアンス（倫理法令遵守）の徹底を図り

ます。 

【２】人件費の抑制 

急速な人口減少を見据えた「定員管理計画」のもと、計画的な職員採用を進めます。再任用職

員の能力と経験を生かし、世代間バランスの取れた組織体制の構築に取り組みます。 

 

戦略 2 職員の人材育成 

【３】職員の意識改革と資質の向上 

職員研修制度を充実させ、職員の意識改革と資質向上に努め、組織目標と整合した個人目標に

より組織力を最大限に発揮できる人事評価制度を構築します。 

 

戦略 3 職員の働き方改革 

【４】ワークライフバランスの実現と推進 

時間外勤務時間の縮減による人件費の抑制に取り組むと共に、多様なワークスタイルの導入を

研究し、ワークライフバランスの実現と推進を図ります。 
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基本方針２(財政運営) 持続可能な財政運営と予算の重点化(選択と集中) 

厳しい財政状況の下、限りある財源を選択と集中により重点化すると共に、効率的・効果的な財

政運営を進め、健全財政を堅持します。町税等の徴収率の向上や新たな財源確保による歳入の確保、

長期視点に立った公共施設等の総合的管理の推進や経常経費の削減等による歳出の適正化に努めま

す。 

 

戦略 4 健全財政の維持 

【５】選択と集中による予算編成 

事業の必要性や効果等を検証しコスト意識を高め、財源の確保と適正な活用を図り、真に必要

な住民サービスを持続的に提供できるよう、選択と集中による予算の編成を行います。 

【６】地方公会計を活用した財政の適正化と透明性の向上 

統一的な基準による財務書類の作成と各種指標の分析、公表を通じ、適切な資産管理や受益者

負担の適正化等財政の効率化・適正化を進めるとともに、町民にわかりやすく町の財政状況を開

示します。 

【７】特別会計の健全経営の維持 

国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、介護保険事業等は、制度改正などに対応しつつ保険

料の確保に努め、一般会計からの適正な繰入れによる健全経営を図ります。 

【８】企業会計の健全経営の維持 

上・下水道事業は、経営戦略の見直しを図り、施設等の更新や長寿命化に取り組むと共に、経

営基盤の強化に努めます。町立辰野病院事業は、新町立辰野病院改革プラン（仮称）を策定し、

更なる経営の効率化を図ります。 

 

戦略 5 歳入の安定的確保 

【９】町税等の収納対策 

町税等については、クレジットカードやスマートフォン等での収納を行っています。今後も、

口座振替の促進、滞納処分の強化、納付相談等の収納対策を行い、収納率の維持・向上に努めま

す。 

【10】財源の確保と新規開拓 

受益者負担の適正化に向け、使用料・手数料、分担金等の見直しを検討します。また、普通財

産の早期売却や貸付、ふるさと納税、広告料収入等による財源確保に積極的に取り組みます。 

 

戦略 6 公共施設の総合管理（マネジメント）の強化 

【11】公共施設等総合管理計画の推進 

人口減少等により公共施設等の利用需要が変化することを踏まえ、長期的な視点をもって、公

共施設等の最適な配置を実現するために、施設のあり方についての検討を進めます。 

【12】公共施設等の適切な管理運営 

施設の個別計画や長寿命化計画の策定を推進すると共に、施設の適正な点検と保全対策により、

財政負担の平準化と維持管理経費の縮減に取り組みます。 
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基本方針３(仕組み) 生産性の向上と共創の推進 

行政のデジタル化（行政手続きのオンライン実施、本人確認や手数料納付のオンライン実施、行

政機関間の情報連携による添付書類不要化）、マイナンバー制度による情報連携（マイナンバーカー

ド、マイナポータル）等を推進すると共に、民間活力の積極的な活用や広域連携等を推進し、事業

の効率性を高めていきます。 

持続可能な地域づくりを実現するため、従来型の「縦割り」から、分野横断的、複合的な連携へ

の転換により共創社会の実現を目指します。 

 

戦略 7 PDCAサイクルによる業務改善の強化 

【13】実効性のある PDCA サイクルの実施 

「辰野町第 6次総合計画（令和 3～12年度）」の推進にあたっては、全ての取り組みが着実に

実行されるように、第五次同様に毎年度の進捗管理を行います。 

【14】ICTの積極的な活用 

AI・RPA19等を取り入れた業務の効率化・省力化に取り組みます。 

【15】窓口サービスの向上 

マイナンバーカードの普及を促進し、カードを活用した各種証明書等の発行や多目的な利用を

推進します。手数料等のキャッシュレス決済の拡充による窓口サービスの向上に努めます。 

【16】業務カイゼンの推進 

住民サービスの向上や事務の効率化、経費の削減等の業務改善に対する積極的な職員提案活動

を促進します。 

 

戦略 8 広域連携、官民連携の推進 

【17】広域連携、公民連携 

上伊那広域連合が行う市町村の枠組みを超えた課題解決に対する事業に引き続き取り組むと

共に、近隣自治体と連携する教育・観光・し尿処理・道路行政などの個別連携にも積極的に取り

組みます。 

指定管理者制度を効果的に運用し、民間事業者のノウハウが最大限に発揮できるように連携を

図ります。また、民間事業者や大学等との包括連携協定締結に対しては積極的に取り組み、相互

の人的・知的資源等を活用し、地域社会の発展や人材育成に取り組みます。 

 

戦略 9 連携と共創の推進 

【18】新しい公共ガバナンス「共創」の推進 

行財政運営の透明性向上と説明責任の徹底を図るとともに、町民、地域、企業、団体などの多様な

主体の知見や提案をとり入れ、新しい仕組みや制度づくりも視野に入れながら、議論を行い、新しい

公共ガバナンスを推進し、公共サービスの改善や地域課題の解決を目指します。 

                                                   
19 RPA：ロボティックプロセスオートメーションの略称で、パソコンなどによる定型的な作業を自動化

できるソフトウェアロボットのこと 
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【19】住民活動・外部団体の活動支援 

自治会や NPO、各種教育機関、企業等様々な主体との協働を推進するため、地域課題を共有し

未来志向のワークショップ（フューチャーセッション）等を活用しながら支援します。また、住

民活動に必要な資機材や地域イベントに対する助成も継続していきます。今後も地域おこし協力

隊や集落支援員制度を利用し、人材育成や団体間の連携・交流による共創社会の実現に取り組み

ます。 

【20】外郭団体の活動支援と活性化 

公共性、公益性の高い事業を担う外郭団体が、健全経営を維持しつつ住民ニーズを踏まえた質

の高いサービスを提供できるように、関係性に配慮しながら継続的に支援します。  
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１．国土強靭化の概要 

（１）国土強靭化の背景 

「国土強靭化」とは、大規模自然災害等に備え、事前防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策を、

まちづくりや産業政策も含めた総合的な取組として計画的に実施し、強靭な国づくり・地域づくりを推

進することです。 

国では、平成 25 年 12 月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減殺等に資する国土

強靭化基本法」を公布・施行し、翌年 6 月には「国土強靭化基本計画」を閣議決定し、被害が致命的な

ものにならず、迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備えた国土・経済社会システムを平時から構築

するための取組を推進しています。 

また、長野県でも、国の方針や過去の災害の教訓を踏まえ、平成 28 年 3 月に長野県強靭化計画を策

定、平成 30 年 3 月には新しい知見や教訓を反映させるために計画を改定し、現在「第 2 期長野県強靭

化計画」として強靭化に向けて各種施策を実施しています。 

辰野町では、地形的な特性により過去多くの災害が発生し、甚大な被害を受けてきました。近年では

平成 18 年豪雨災害、令和元年台風 19 号災害や令和 2 年 7 月豪雨などの災害に見舞われており、尊い命

と貴重な財産が失われることとなりました。 

過去に発生した災害を教訓に、今後必ず災害が発生するものとして、事前に備えることで、その被害

を最小限に抑え、速やかな復興を成し遂げるために各分野の国土強靱化に関する指針として定めます。 

 

（２）強靭化を推進する上での考え方（将来像と基本目標） 

基本構想におけるまちの将来像「一人ひとりの活躍がつくり出す 住み続けたいまち」を強靭化する

上での将来像とします。 

さらに、国土強靭化基本計画の４つの「基本目標」と長野県強靭化計画の「総合目標」「基本目標」

に加え、町内で過去に発生した災害の経験をふまえ、辰野町での基本目標を次のとおり設定します。 
 

国土強靭化 

基本計画 

（国） 

◎基本目標 

①人命の保護が最大限図られること 

②町および社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持されること 

③住民の財産および公共施設に係る被害の最小化 

④迅速な復旧復興 

第２期 

長野県 

強靭化計画 

（県） 

◎総合目標：多くの災害から学び、いのちを守る県づくり 

◎基本目標 

①人命の保護が最大限図られること 

②負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が行われること 

③必要不可欠な行政機能、情報通信機能は確保すること 

④必要最低限のライフラインを確保し、早期復旧ができること 

⑤流通・経済活動を停滞させないこと 

⑥二次的な被害を発生させないこと 

⑦被災した方々の生活が継続し、日常の生活が迅速に戻ること 

辰野町第６次総合計画 

前期基本計画 

◎基本目標 

①被害の発生抑制により人命を保護する 

②救助、救急、医療活動により人命を保護する 
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第 3編 

国土強靭化 

（町） 

③必要不可欠な行政機能を確保する 

④交通網、情報通信機能を確保する 

⑤ライフラインの確保と早期復旧を図る 

⑥経済活動を停滞させない 

⑦二次災害を発生させない 

⑧被災後迅速な再建・回復ができるようにする 

 

（３）計画の進め方等 

ア 現状認識と問題点の整理（虚弱性評価） 

強靭化は、いわば町のリスクマネジメント※であり、仮に起きれば町に致命的な影響が生じると考

えられる「【起きてはならない最悪の事態】」を想定し、現状認識と問題点を整理したうえで、この事

態を回避するための取組を検討しました。国の基本計画では４５項目、県の国土強靭化計画では３２

項目の「【起きてはならない最悪の事態】」を設定していますが、町では県の項目を参考に、町の現状

に合わせて評価します。 
 

※ リスクマネジメント：リスク（災害によって生じる町や町民の不利益となる事象等）を予測し、適切

な対策を事前に講じておくこと。 
 

イ 推進上の留意点 

辰野町の強靭化は、住民や関係機関との協働により進めるとともに、庁内関係各課の横断的な推

進体制を図り、ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせて取組を推進します。 
 

ウ 住民の取組 

災害に際して「【起きてはならない最悪の事態】」の発生を防ぐためには、住民一人ひとりが主体

的に行動し災害に立ち向かう「自助」と互いに助け合う「共助」に基づく「自治の力」が発揮され

ることが重要です。また、災害の発生は防ぐことはできませんが、事前に学び準備すること（事前

防災）が、生命財産を守る重要な要素となりますので、住民の皆さんにも強靭化への積極的な取組

をお願いします。 
 

エ 民間事業者の取組 

「【起きてはならない最悪の事態】」の発生から早期の復旧を果たすためには、個人、行政だけで

は成し遂げられず、民間事業者の協力が不可欠です。特に、ライフラインを担う事業者の取組、協

力は重要です。民間事業者につきましても強靭化への積極的な取組をお願いします。 
 

オ 評価・見直し 

計画後の目標達成度と取組の評価、見直しについては基本計画の進捗管理の中で行います。さら

に、今後災害が発生した場合や新たな虚弱性が発見された場合、必要に応じて計画の見直しを行い

ます 
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２．虚弱性の評価 

（１）評価の手順 

内閣官房国土強靭化推進室が策定した「国土強靭化地域計画策定ガイドライン」に基づき、辰野町の

大規模自然災害等に対する虚弱性の評価（以下「虚弱性評価」という。）を行いました。 

 

 強靭化を推進するために重要な目標を設定します 

 

 辰野町における「【起きてはならない最悪の事態】」を

設定します 

 

 

 ②で設定した虚弱性を分析し、現状認識・問題点を整

理します。 

 

 

 ③の評価の結果をもとに、取り組むべき施策の検討を

行います。 

 

（２）想定されるリスク 

長野県地域強靭化計画に示されている大規模災害のうち、辰野町への影響がある災害、地域特性およ

び過去の災害の教訓から、以下の大規模災害によるリスクを想定します。 

大規模災害 災害の規模 

地震 

糸魚川－静岡構造線断層帯地震（南側） 

伊那谷断層帯（主部）地震 

阿寺断層帯（主部南部）地震 

木曽山脈西縁断層帯（主部北部）地震 

境峠・神谷断層帯（主部）地震 

想定東海地震 

南海トラフ巨大地震 

その他震度５弱以上の地震 

土砂災害・風水害 

天竜川等の一級河川および小河川の決壊 

土砂崩落・土石流の発生 

大型台風の通過 

大雪災害 大雪特別警報発令時 

※想定される地震については、辰野町で震度５弱以上のものとします。 

 

  

①強靭化する上での目標の明確化 

②起きてはならない最悪の事態の設定 

③虚弱性の評価 

（分析と現状認識・問題点の整理） 

④強靭化のために必要な取組の検討 
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（３）「基本目標」と「【起きてはならない最悪の事態】」の設定 

８つの「基本目標」達成の妨げとなる２７項目の「【起きてはならない最悪の事態】」を町の特性、過

去の災害を踏まえて設定しました。 

基本目標  【起きてはならない最悪の事態】 

①被害の発生

抑制により人

命を保護する 

1-1 建築物倒壊や火災等による死傷者の発生 

1-2 河川の氾濫、土砂災害による死傷者の発生 

1-3 地震、浸水、土砂災害、大雪等による建築物等の財産への被害 

1-4 災害対応の遅延や判断誤り等による死傷者の発生 

②救助、救急、

医療活動によ

り人命を保護

する 

2-1 長期にわたる町の孤立（地域の孤立集落等含む）の発生 

2-2 警察、消防、自衛隊による救助・救急・捜索活動等の遅延 

2-3 医療需要の急激な増加により、医療機能が麻痺、停止 

2-4 地域の衛生環境の悪化による疾病、感染症等の大規模発生 

③必要不可欠

な行政機能を

確保する 

3-1 職員、関連施設の被災による行政機能の低下 

3-2 被災等による治安、生活環境の悪化 

④交通網、情報

通信機能を確

保する 

4-1 道路、鉄道の交通網が分断、閉塞等による機能停止 

4-2 旅客および物資の輸送が長期間停止 

4-3 情報通信の輻輳、途絶、正確性の低下による情報伝達の不能 

⑤ライフライ

ンの確保と早

期復旧を図る 

5-1 食料や日用品等の物資の不足 

5-2 電気、ガス、ガソリン、灯油等の供給停止 

5-3 上水道の供給停止、下水道（処理場含む）機能停止 

⑥経済活動を

停滞させない 

6-1 農業、産業の供給連鎖の寸断、施設被災等による生産力の低下 

6-2 金融機能の低下、消費行動の低下による経済活動の停滞 

⑦二次災害を

発生させない 

7-1 救助、救急、捜索活動中の土砂災害等の二次災害の発生 

7-2 洪水、氾濫抑制機能の低下による二次災害の発生 

7-3 危険物、有害物質等の拡散、流出 

7-4 避難所等における環境悪化による関連死の発生 

7-5 住民、観光、地域農産物等に対する風評被害 

⑧被災後迅速

な再建・回復が

できるように

する 

8-1 災害廃棄物の処理停滞による復旧、復興の遅延 

8-2 基盤インフラの崩壊等による復旧、復興の遅延 

8-3 倒壊住宅、倒壊施設等の再建の遅延 

8-4 労働力の減少、地域コミュニティの崩壊による復旧、復興の遅延 
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（４）虚弱性評価の結果  

・基本目標：①被害の発生抑制により人命を保護する 

【起きてはならない最悪の事態】 

1-1 建築物倒壊や火災等による死傷者の発生 

1-2 河川の氾濫、土砂災害による死傷者の発生 

1-3 地震、浸水、土砂災害、大雪等による建築物等の財産への被害 

1-4 災害対応の遅延や判断誤り等による死傷者の発生 
 

対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

1-1 

1-3 

住宅の耐震化を積極的に進めていますが、居住者の高齢化や経済的理由から、耐震対策が実

施されていない住宅が多いのが現状です。 

いつか発生する大規模地震から、住民の生命財産を守るためには、住宅の耐震化は必要不可

欠であり、災害発生後でもできる限り日常生活が継続できることを目指して、住宅の耐震化

を一層促進する必要があります。 

さらに、老朽化した空き家などの早期撤去を進め、平常時に危険家屋を作らない取組も進め

る必要があります。 

1-1 

1-3 

公共施設について、町では「辰野町公共施設等総合管理計画」を策定し管理し耐震性能の確

保に努めていますが、築年数が進んでいる施設が多く、地震による被害が避けられない状況

です。また、多くの施設は避難所として使用する可能性も高く、安全性の確保は早急な課題

です。 

特に重要視しなければならない施設は保育園、学校施設で、児童生徒が一日の約 1/3 を過ご

しています。主体構造部の耐震化は完了しましたが、老朽化により修繕、建替が必要な施設

が多く、計画的に改修を進める必要があります。 

1-1 

1-3 

町内には木造住宅を主とした住宅密集地があるため、地震時においての大規模火災や、倒壊

により道路が閉塞し、地区外への避難ができなくなる可能性があります。今後、道路やポケ

ットパーク等の公園整備により、避難路、避難場所の確保、延焼防止対策、空き家対策等に

より町全体の防災性を高め、安全な都市環境に向けたまちづくりを推進していくことが緊急

かつ重要な課題です。 

1-2 

町内には多数の土砂災害警戒区域があり、ソフト・ハードの両面を組み合わせたさまざまな

対策が求められています。 

ソフト面では、危険箇所の周知に力を入れ、住民の危機管理意識の向上、自主避難体制の確

立等まずは命を守り、そして被害の軽減につなげていく対策を推進していく必要がありま

す。ハード面では、要配慮者利用施設、避難所、重要交通網等の重要施設を守ることを優先

に対策を講じていく必要があります。 

1-2 

1-3 

町土の大部分を占める森林は、適切に管理していれば災害を防いでくれますが、管理されて

いない森林は災害を引き起こす可能性が高まります。 

森林整備と施設整備が一体となった治山事業により森林の土砂災害防止機能を向上させ、土

砂災害や流木災害を防ぐ「災害に強い森林づくり」を進める必要があります。また「事前防

災治山計画」策定、「既存治山施設の長寿命化」の推進を県と協力し進めていく必要があり

ます。 
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対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

1-2 

1-3 

町の中心部には一級河川の天竜川が流れ、それに向かって数多くの河川があります。また、

農業用水路、ため池などの施設も多く、各地で氾濫、越水による冠水、浸水の可能性があり

ます。また、近年は頻繁に上陸する台風や局所的な集中豪雨により浸水被害の危険性はさら

に高まっています。 

今後、河川管理者、施設管理者等と協力し、河川施設、洪水調節施設の整備を進める必要が

あります。また、流域治水という考えのもと、国・県・町・地域の協力、連携を図りながら

対策を推進する必要もあります。 

ハード対策では、新設ばかりでなく、定期的な点検による不具合の早期発見、計画的な早期

修繕にも取り組み、ソフト対策では、想定最大規模降雨での浸水想定区域の作成をすべての

河川で行う必要があります。（現在は天竜川のみ作成済み）作成後は住民に周知し、警戒を

呼びかけることも重要です。 

1-4 

発災直後、行政による救出救護体制が整わない状況下や逃げ遅れ０を目指すためには、地域

の助け合いとともに、住民が各自で危険性を認識し、正しい判断で正しく迅速に避難するこ

とが重要です。このため、定期的な防災訓練、児童生徒への防災教育、支えあいマップの活

用、要配慮者利用施設作成の「避難確保計画」への指導、助言等の取組が必要です。また、

障がい者の安全確保も課題です。 

1-4 

避難指示などの発令は町が行います。適切なタイミングで適切な発令を行うためには、すべ

ての町職員がさまざまな災害について理解することが大切です。担当に関わらず、職員研修

や消防団活動を通じて幅広く理解することが必要です。 

 

・基本目標：②救助、救急、医療活動により人命を保護する 

【起きてはならない最悪の事態】 

2-1 長期にわたる町の孤立（地域の孤立集落等含む）の発生 

2-2 警察、消防、自衛隊による救助・救急・捜索活動等の遅延 

2-3 医療需要の急激な増加により、医療機能が麻痺、停止 

2-4 地域の衛生環境の悪化による疾病、感染症等の大規模発生 
 

対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

2-1 

平成 18 年の災害での国道の崩壊により交通網が寸断され、一時孤立した経験から、緊急輸

送路および主要道路のバイパス化、橋梁、沿線建築物等の耐震化、狭隘箇所の整備改修が急

務です。また、被災した際に国や他自治体からの応援を迅速かつ円滑に受け入れるために、

幹線道路ネットワークが十分確保されていることも重要です。 

2-2 

大規模災害発生時には、救助、救急事象が同時多発することに加え、道路の崩壊、建物崩壊

による道路の閉塞など組織的な応急活動が制限されることが予想されます。このため、初動

は、地域住民同士の助け合い（共助）で行う必要があり、その中心的な役割を果たすのが自

主防災組織です。町としても必要な支援を行い、地域防災力の向上を図る必要があります。 

「消防団」は地域における消防防災リーダーとして平常時、非常時問わず地域の安全を担っ

ています。消防団の活性が地域の防災力の向上につながるため、消防団員の待遇改善、資機

材のさらなる充実が課題です。 
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対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

2-3 

災害時には医療需要の急激な増加により、町立辰野病院をはじめとする町内各医療機関に負

担がかかることが予想されます。医療機能を麻痺、停止させないために、上伊那地域包括医

療協議会で策定した「上伊那地域災害時医療救護活動マニュアル」により、町と辰野病院で

資機材、備蓄薬品、備蓄品等を準備しています。また、病院職員は、医療機能の維持のため

に重要なトリアージ等の研修を行い災害時に備えていますが、他地域から災害派遣医療チー

ム（ＤＭＡＴ）の派遣受入体制についても整える必要があります。 

2-4 

ライフラインの途絶や、土砂の流出、廃棄物の増加、食事環境の悪化等による衛生環境の低

下で、感染症等が発生する可能性が高まります。 

感染症対策のための備蓄品の整備を進めるとともに、住民を対象に、感染症対策や避難所開

設・生活について必要な情報の周知を図る必要があります。 

 

・基本目標：③必要不可欠な行政機能を確保する 

【起きてはならない最悪の事態】 

3-1 職員、関連施設の被災による行政機能の低下 

3-2 被災等による治安、生活環境の悪化 
 

対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

3-1 

災害発生時に人員の参集不足などに伴う災害応急対応の遅延が発生する可能性があります。

そのため、業務継続計画（ＢＣＰ）の見直しを継続して行い、さらに、対策本部となる庁舎

機能不能時の対応、資源確保等について検討していく必要があります。 

災害応急対策の拠点として使用する役場庁舎は、耐震工事は終了しているものの、浸水想定

区域内にあるため浸水対策が必要です。昭和４８年建設のため施設、機械設備の老朽化が顕

著で、計画的な更新・改修を進めていく必要があります。 

3-1 

災害応急対策としてライフラインの確保が重要です。特に、電気・通信の重要度は高くこの

２つの復旧がなければ応急対応にも多大な影響が出ます。町では非常用電源装置を設置して

いますが、庁舎すべてをまかなうことができるものではないため、今後、設備増強の必要が

あります。衛星電話等機器による通信を確保していますが、光回線の増強や災害に強い最先

端技術の情報を収集しながら、さらなる強化が課題です。 

あわせて、通信事業者との連携、協力体制の強化も必要です。 

3-2 

災害時にはさまざまな社会的混乱が予想され、住民の生命の安全確保、各種犯罪の予防、取

り締まり、見守り等について、警察、区、関係機関と連携し治安悪化を防ぐ必要があります。

平常時から、青色防犯パトロール活動も積極的に行い、研修で、町職員の意識向上を図り治

安を維持する活動も重要です。 

3-2 

災害後の混乱により、災害ごみの撤去の遅延、ごみの不法投棄、騒音等が増え生活環境の悪

化が予測されます。 

町では、災害ごみの撤去や処分について、平常時から対応を検討し、処理業者との連携を深

めておくとともに、警察等とも連携し、ごみの不法投棄、騒音等にも対応していく必要があ

ります。 
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・基本目標：④交通網、情報通信機能を確保する 

【起きてはならない最悪の事態】 

4-1 道路、鉄道の交通網が分断、閉塞等による機能停止 

4-2 旅客および物資の輸送が長期間停止 

4-3 情報通信の輻輳、途絶、正確性の低下による情報伝達の不能 
 

対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

4-1 

辰野町は、山林に囲まれた急峻な地形であるため、大雨や地震による土砂崩落等で道路が寸

断される可能性があります。また、多くの道路が谷あいに向かっての一本道であるため迂回

路が少ないのも特徴です。平成 18 年の豪雨災害では、南北を結ぶ国道 153 号線が、横川川

の増水により崩落し交通網が寸断、復旧に 1 週間以上がかかり流通等への影響が出ました。

このため、国・県等と協力し高規格幹線道路、地域高規格道路の整備を進めていくことが課

題です。 

町道については、法面対策、橋梁の耐震補強・修繕、道路の改築・改修・修繕を行い、災害

時の緊急輸送路や、救急医療機関へのアクセスを確保することが重要です。 

特に、主要道路は、道路の維持管理、改築改修を積極的に行い災害に強い道路づくりを目指

す必要があります。 

あわせて、地区が孤立しないよう道路のバイパス化の検討も課題です。 

農道、林道についても災害に強い施設へ改修する必要があります。広域農道は、緊急輸送路

を補完するものとなるため、整備が非常に重要です。林道も非常時の迂回路となる可能性が

あり、林道の延長や新たな道路の開設の検討も必要です。 

4-1 

4-2 

3 方向に通じる鉄道は、東海道本線等のバイパスとして、南海トラフ地震の際には、東海地

方への輸送路となる可能性があり、災害対策・復旧はＪＲ東日本、ＪＲ東海との連携が必要

です。 

中央自動車道は、平成 18 年豪雨災害で土砂流出により一時遮断されました。東名高速道路

のバイパスとしての機能も有するため、ＮＥＸＣＯ中日本と災害対策・復旧について連携す

ることが必要です。 

4-3 

災害時は通信施設の停電、倒壊等による物理的な途絶だけでなく、通信集中による輻輳の発

生により大切な情報が送受信できない状況になることが考えられます。そのため、東日本電

信電話㈱、携帯電話等の移動体通信事業者に、通信ネットワークの信頼性の向上、重要通信

の確保、サービスの早期復旧について求めるとともに、町としての協力体制を構築する必要

があります。 

また、町光回線については、維持管理・耐災化とともに、未整備地区への延伸または、代替

通信網の確保による公共施設への配備を検討する必要があります。 

防災行政無線やそれを補完する屋内等の情報告知システムについても、維持管理・改修を計

画的に実施し、災害時の通信、情報伝達手段を確保することが重要です。消防団で使用して

いる簡易デジタル無線機については、端末間の通信が可能で操作も簡易であるため、地域で

の使用もできるようにさらなる導入を進めることが必要です。 

情報伝達手段として、テレビ、ラジオも重要で、町は放送事業者に協力し、多くの人に正確

な情報が放送されるようにする必要があります。 

特にＬＣＶ㈱は、テレビ放送に加えＦＭ放送を通じてきめ細かい情報提供ができ、協力連携
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を深めることが必要です。 

 

・基本目標：⑤ライフラインの確保と早期復旧を図る 

【起きてはならない最悪の事態】 

5-1 食料や日用品等の物資の不足 

5-2 電気、ガス、ガソリン、灯油等の供給停止 

5-3 上水道の供給停止、下水道（処理場含む）機能停止 
 

対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

5-1 

災害時の物資不足を防ぐために、物流ルートの確実な確保が必要です。 

そのため、道路、橋梁等の輸送基盤を整備し、発災後の物流の早期再開のため、関係機関と

の十分な連携、協力することが大切です。 

食料や飲料水の供給が停滞した場合に備え、住民、町はそれぞれの役割を考えて、備蓄を行

い、さらに、各種団体と物資調達にかかる協定の締結により、平常時からの関係構築に努め

ることも必要です。 

5-2 

電気の供給を継続するため、中部電力（株）が行う施策に町は協力し、警察や消防との合同

訓練等平常時からの連携、緊急連絡体制等の整備を進めることが重要です。 

ガスについては、（一社）長野県ＬＰガス協会と災害協定を締結しています。災害時対応の

ため、ＬＰガスの災害バルクユニットの公共施設への設置や住民への啓発などを行うことと

しています。 

ガソリン、灯油等の石油類燃料については、石油商業組合と災害協定を締結し、緊急車両等

への優先給油への対応をお願いしています。 

東日本大震災時には、燃料不足を懸念し、必要以上の買占め、買いだめ等の混乱が起こった

ため、住民に冷静な対応をお願いする等消費コントロールも必要です。 

また、国等が進めている「満タン＆灯油プラス１缶運動」への協力なども必要です。 

省エネルギー、自然エネルギーについては、国が進める温室効果ガスの排出量の削減に協力

し、地球温暖化の影響による災害を防止することを目標としています。 

エネルギー自給率を高めることで化石燃料に頼らないエネルギーの自立地域を確立する等

災害に強いまちづくりを進める必要があります。 

5-3 

上水道はライフラインの中でも特に重要な要素です。一時的な断水が発生しても、早期に復

旧できるように、浄水場施設、加圧ポンプ施設、地下水揚水施設等の改修を進めるとともに、

応急給水拠点の整備も進め、災害時の確保に努める必要があります。 

また、町内の水源は山間部に多く、土砂災害の影響で施設の被災、管理道閉鎖の可能性があ

るため、施設耐震化改修と併せて対策が必要です。上水道管は、断水が最小限となるよう管

路のバイパス化とともに耐震化を進めています。貯水池についても、被災し貯留水が下流へ

流れ出る二次災害の恐れもあるため、耐震化を進める必要があります。 

下水道は、下水道業務継続計画（BCP）により事前対策を進めています。 

処理場は、一時的に処理不能となっても早期復旧ができる体制、施設の整備を進めます。災

害時の衛生環境の維持は大きな課題であり、トイレの問題と直結する下水道は、感染症の感
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対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

染拡大、健康被害等の二次災害を防ぐためにも処理能力等の維持が不可欠です。 

そのため、耐震化をはじめさまざまな災害からの被害を最小限にする耐災化が課題です。 

下水管の維持管理に不可欠である、マンホールも災害時には液状化等の影響による隆起で、

道路交通、避難誘導等に支障をきたす可能性がありますので、道路整備と併せて対策を行う

必要があります。下水道ポンプ設備の耐震化、停電対策も重要です。 

農業集落排水施設についても、下水道と同様の対策が必要であり、公共下水道への統合につ

いても進めていく必要があります。 

  

・基本目標：⑥経済活動を停滞させない 

【起きてはならない最悪の事態】 

6-1 農業、産業の供給連鎖の寸断、施設被災等による生産力の低下 

6-2 金融機能の低下、消費行動の低下による経済活動の停滞 
 

対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

6-1 

農産物の安定生産は災害からの早期の復旧・復興を後押しするものとなるため、被害を受け

ても最小限にとどめ、早期の生産再開を目指す必要があります。そのために農業用施設の長

寿命化・耐震対策、農業用水の安定確保対策を行う必要があります。 

農業用ため池等の基幹的農業水利施設は、決壊による二次災害の可能性があるため、耐震化

を進め、ため池ハザードマップ等の作成により周辺住民への危険を周知する必要がありま

す。 

災害発生に起因する工場の操業停止や物流の停滞等の事態は、製造から保管、配送、販売ま

でに関わる多くの事業者の機能を低下、停止させ、経済活動に甚大な影響を与えて災害から

の復旧・復興を遅らせる大きな要因となります。また、消費行動の低下は経済の停滞を招き

ます。このため、町としても、県や商工会と連携しながら、町内事業者の業務継続計画作成

を支援し、機能低下を起こさないようにすることが必要です。 

町行政の業務継続計画についても、さらなる内容の詳細化、事業別計画の作成が今後の課題

です。 

6-1 

6-2 

被害を受けた産業施設の再建のため、金融支援、取引等のあっせん、物流の安定など速やか

な総合的対策を展開する必要があります。特に事業の資金繰りについては、早急な対応を必

要とすることが多いため、金融機関と連携した対応が必要です。 

また、状況に応じて納税の猶予・免除制度についての検討も必要です。 

ある程度の復旧・復興が進んだ段階では、消費行動を促す施策も求められ、プレミアム付商

品券の発行やポイント還元事業等も有効と考えられます。 

住民、事業者双方に有効な施策を検討し実行する必要があります。 
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・基本目標：⑦二次災害を発生させない 

【起きてはならない最悪の事態】 

7-1 救助、救急、捜索活動中の土砂災害等の二次災害の発生 

7-2 洪水、氾濫抑制機能の低下による二次災害の発生 

7-3 危険物、有害物質等の拡散、流出 

7-4 避難所等における環境悪化による関連死の発生 

7-5 住民、観光、地域農産物等に対する風評被害 
 

対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

7-1 

地震発生後、土砂災害等の二次災害発生の危険性が増大します。二次災害防止のため、応急

対策工事や警戒避難体制の早期構築が重要です。また、土砂災害の危険箇所を知り、点検す

ることも二次災害発生の防止手段です。災害発生時には、国、県と連携し、応急対策工事を

実施する必要があります。 

また、災害直後は崩壊等が起きていなくても、時間が経過してから発生する場合があります

ので、地盤等が弱い箇所は事前に調査しておくことが重要です。 

さらに、地震発生後は地盤条件が変化するため警戒基準等の引き下げの検討も必要です。 

7-2 

地震により、堤防や水門等の抑制機能施設が崩壊し、下流の人家等に影響を及ぼす可能性が

あるため、施設の耐震化を進める必要があります。 

特に 6-1 で評価した、ため池は、貯水量も多く設置してからの時間も経過しており、脆弱性

が指摘されていますので、耐震性等の調査を行い、早急な対策工事の実施につなげていくこ

とが必要です。 

また、危険度、被害予測等を下流域の住民に知らせることも大切です。 

ダムについては、管理者と連携し、対策を講じていきます。 

7-3 

危険物施設については、上伊那広域消防本部と連携し、二次災害の発生および拡大防止を行

う必要があります。また、施設管理者には保安教育や防災訓練の実施などを促し、平常時か

ら警戒態勢をとっておくことが必要です。油脂等の河川への流出については、速やかに情報

を収集し、拡大させない対応と事前の資機材の備蓄が必要です。 

7-4 

避難所の設置運営は町、住民がそれぞれの役割において協力して行っていく必要がありま

す。食料等物資の備蓄についても、町・地域・個人それぞれで行う必要があることを認識し、

備蓄品を増やしていくことが必要です。 

避難所の運営は平常時から、訓練の実施やマニュアル整備を進め、あらかじめ、高齢者、障

がい者等の要配慮者についての対応を検討するとともに、避難生活の長期化による心身のス

トレスでの健康状態の悪化や感染症の感染拡大防止策についても配慮する必要があります。

避難所の備蓄品として、パーテーションやダンボールベッド、テント等感染症対策品の追加

や、新たな避難所の確保、感染症に特化した避難所施設、資機材の整備が求められています。

高齢化が進むなか、福祉避難所についても重要度が増しており、活用できる施設の整備・確

保が課題です。 

また、要配慮者支援システム（支えあいマップ）を充実させて、住民同士が協力し被害を最

小限にすることも必要です。 

外国人のため、通訳ボランティアや翻訳機を活用した対応も求められています。 
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対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

7-5 

大規模災害が発生するとメディア等で現状を切り取られ繰返し報道されることで、被害がな

いのに被災しているとの風評被害が SNS 等で拡散される可能性があります。 

町は正しい情報を多くの媒体を活用し積極的に広報するとともに、国、県等関係機関への応

援を要請することとしています。 

災害から復旧した場合、観光については、首都圏、中京圏、関西圏等の集客圏域でのプロモ

ーション活動や、農産物については、県と連携した情報発信等が想定されています。 

 

・基本目標：⑧被災後迅速な再建・回復ができるようにする 

【起きてはならない最悪の事態】 

8-1 災害廃棄物の処理停滞による復旧、復興の遅延 

8-2 基盤インフラの崩壊等による復旧、復興の遅延 

8-3 倒壊住宅、倒壊施設等の再建の遅延 

8-4 労働力の減少、地域コミュニティの崩壊による復旧、復興の遅延 
 

対象の 

事態 
評価結果（現状認識・問題点の整理） 

8-1 

災害後には大量に廃棄物が発生します。その処理が停滞すると生活環境の悪化を引き起こ

し、健康被害につながりますので、地域防災計画とは別に災害廃棄物処理計画の策定が必要

です。 

8-2 

大規模災害発生時に、道路へのがれき等が散乱すると、緊急車両、支援物資の輸送、生活物

資運搬車両等に支障をきたすこととなり、周辺市町村から孤立する可能性もあります。県と

協力し、主要道路について直ちに道路啓開できるようにする必要があります。 

大雪の際も同様に、除雪体制の構築や必要資機材の確保が必要です。また、平常時から違法

駐車や違法工作物等の交通への支障となるものは排除しておく必要があります。 

8-3 

避難所生活の早期解消のため、住宅、施設等の再建が重要です。 

災害時に重なり合うように倒壊し、撤去に支障がでる木造住宅密集地については、都市計画

の見直し等により、密集を解消する必要があります。 

早期再建のための資金繰りについての支援も検討が必要です。 

8-4 

災害からの復興には、労働力が重要です。そのために平常時から他市町村、企業等と協定を

締結し人的支援を受けられる体制をとっておく必要があります。混乱時にも速やかに人的支

援や物資支援を受けられるよう受援計画を策定し、受援システムを構築する必要がありま

す。 

災害ボランティアが復旧・復興には欠かせないため、受付システムや活動派遣システムの構

築などが必要です。 

地域コミュニティの維持のためには、地域ごとに自主防災組織を充実させることが重要であ

り、自主防災組織の活動支援、訓練支援や資機材の充実が課題です。 
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３．強靱化に向けた取組 

（１）強靱化の推進に向けた分野の設定 

「【起きてはならない最悪の事態】」ごとに行った脆弱性評価の結果を元に、これを回避するために取り組

むべき施策を検討しました。 

取り組むべき施策については、第6次総合計画の基本目標及び辰野町行財政改革プラン2025に基づき、

分野を設定します。 

 

 

 

＜設定する分野＞ 

１ 風土の保全・誇りと愛着 

２ 協働・共創・地域づくり 

３ 福祉・保健・医療・介護 

４ 子育て・教育・生涯学習 

５ 産業振興 

６ 都市基盤・防災防犯 

７ 行財政改革（辰野町行財政改革プラン 2025） 

 

 

（２）各分野の強靱化に向けた取組 

各分野における基本計画上の各施策と脆弱性評価で設定した２７の「【起きてはならない最悪の事態】」

の関係を次表の通り整理しました。 

「【起きてはならない最悪の事態】」を回避するための取組がある施策の欄に「●」を記しています。各

施策を通じて被害をできる限り小さくし、被害を受けた時は迅速に回復することを目指します。 

具体的な事業については、別途、整備事業一覧等に定めることとします。 
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「起きてはならない最悪の事態」と分野別施策との対照表 

 

1-1 1-2 1-3 1-4 2-1 2-2 2-3 2-4 3-1 3-2 4-1 4-2 4-3

基本目標
（分野）

施策

建
築
物
倒
壊
や
火
災
等
に
よ

る

死
傷
者
の
発
生

河
川
の
氾
濫

、
土
砂
災
害
に

よ

る
死
傷
者
の
発
生

地
震

、
浸
水

、
土
砂
災
害

、
大

雪
等
に
よ
る
建
築
物
等
の
財

産

へ
の
被
害

災
害
対
応
の
遅
延
や
判
断
誤

り

等
に
よ
る
死
傷
者
の
発
生

長
期
に
わ
た
る
町
の
孤
立

（
地

域
の
孤
立
集
落
等
含
む

）
の

発

生 警
察

、
消
防

、
自
衛
隊
に
よ

る

救
助
・
救
急
・
捜
索
活
動
等

の

遅
延

医
療
需
要
の
急
激
な
増
加
に

よ

り

、
医
療
機
能
が
麻
痺

、
停

止

地
域
の
衛
生
環
境
の
悪
化
に

よ

る
疾
病

、
感
染
症
等
の
大
規

模

発
生

職
員

、
関
連
施
設
の
被
災
に

よ

る
行
政
機
能
の
低
下

被
災
等
に
よ
る
治
安

、
生
活

環

境
の
悪
化

道
路

、
鉄
道
の
交
通
網
が
分

断

、
閉
塞
等
に
よ
る
機
能
停

止

旅
客
お
よ
び
物
資
の
輸
送
が

長

期
間
停
止

情
報
通
信
の
輻
輳

、
途
絶

、
正

確
性
の
低
下
に
よ
る
情
報
伝

達

の
不
能

ホタルが飛び交う環境
の保全 ● ● ●

ホタルが飛び交う風土
に対する誇りと愛着の
醸成

ほたるをきっかけとし
た関係人口の拡大

地域計画の実現 ● ●

お互いに理解し合い、
認め合う関係づくり

地域での支え合いによ
る福祉の充実 ●

高齢者が暮らし続けら
れる地域の構築

障がい者（児）が生き
生きと暮らせる地域共
生社会の構築

健康づくりの推進 ●

地域医療体制の維持 ●

安心して子どもを生
み、子育てができる環
境の構築

生きる力を育む教育の
推進

地域づくりにつながる
生涯学習の推進

新たな価値を創造する
ために挑戦する事業者
への支援

商工業の振興

農林業の振興 ● ●

就業機会の拡大

都市基盤の整備・維持 ● ● ● ● ●

自然災害の被害を最小
限に抑制する体制の構
築

● ● ● ● ● ●

町民同士でつくる安全
な地域づくり ● ●

強く柔軟な組織づくり
と働き方改革 ● ● ● ●

持続可能な財政運営と
予算の重点化 ● ● ●

生産性の向上と共創の
推進

被害の発生抑制により人命を
保護する

救助、救急、医療活動により
人命を保護する

基本目標４
次代を担う人材が
育つまち（子育
て・教育・生涯学
習）

必要不可欠な
行政機能を確
保する

交通網、情報通信機
能を確保する

辰野町行財政改革
プラン2025

基本目標５
活力と魅力ある仕
事のあるまち（産
業振興）

基本目標６
安全で快適に暮ら
し続けられるまち
（都市基盤・防災
防犯）

基本目標１
ホタルが飛び交う
自然豊かなまち
（風土の保全・誇
りと愛着）

基本目標２
みんなが活躍でき
るまち（協働・共
創・地域づくり）

基本目標３
いつまでも健やか
に暮らし続けられ
るまち（福祉・保
健・医療・介護）

「起きてはならない最悪の事態」
と分野別施策との対照表
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5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 7-4 7-5 8-1 8-2 8-3 8-4

基本目標
（分野）

施策

食
料
や
日
用
品
等
の
物
資
の

不

足 電
気

、
ガ
ス

、
ガ
ソ
リ
ン

、
灯

油
等
の
供
給
停
止

上
水
道
の
供
給
停
止

、
下
水

道

（
処
理
場
含
む

）
機
能
停
止

農
業

、
産
業
の
供
給
連
鎖
の

寸

断

、
施
設
被
災
等
に
よ
る
生

産

力
の
低
下

金
融
機
能
の
低
下

、
消
費
行

動

の
低
下
に
よ
る
経
済
活
動
の

停

滞 救
助

、
救
急

、
捜
索
活
動
中

の

土
砂
災
害
等
の
二
次
災
害
の

発

生 洪
水

、
氾
濫
抑
制
機
能
の
低

下

に
よ
る
二
次
災
害
の
発
生

危
険
物

、
有
害
物
質
等
の
拡

散

、
流
出

避
難
所
等
に
お
け
る
環
境
悪

化

に
よ
る
関
連
死
の
発
生

住
民

、
観
光

、
地
域
農
産
物

等

に
対
す
る
風
評
被
害

災
害
廃
棄
物
の
処
理
停
滞
に

よ

る
復
旧

、
復
興
の
遅
延

基
盤
イ
ン
フ
ラ
の
崩
壊
等
に

よ

る
復
旧

、
復
興
の
遅
延

倒
壊
住
宅

、
倒
壊
施
設
等
の

再

建
の
遅
延

労
働
力
の
減
少

、
地
域
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
の
崩
壊
に
よ
る
復
旧

、

復
興
の
遅
延

ホタルが飛び交う環境
の保全 ● ● ●

ホタルが飛び交う風土
に対する誇りと愛着の
醸成

ほたるをきっかけとし
た関係人口の拡大 ●

地域計画の実現

お互いに理解し合い、
認め合う関係づくり ●

地域での支え合いによ
る福祉の充実 ●

高齢者が暮らし続けら
れる地域の構築

障がい者（児）が生き
生きと暮らせる地域共
生社会の構築

健康づくりの推進

地域医療体制の維持

安心して子どもを生
み、子育てができる環
境の構築

生きる力を育む教育の
推進

地域づくりにつながる
生涯学習の推進

新たな価値を創造する
ために挑戦する事業者
への支援

商工業の振興 ● ●

農林業の振興 ● ● ●

就業機会の拡大

都市基盤の整備・維持 ● ● ● ● ●

自然災害の被害を最小
限に抑制する体制の構
築

● ● ● ● ● ● ● ● ●

町民同士でつくる安全
な地域づくり

強く柔軟な組織づくり
と働き方改革

持続可能な財政運営と
予算の重点化

生産性の向上と共創の
推進

基本目標６
安全で快適に暮ら
し続けられるまち
（都市基盤・防災
防犯）

辰野町行財政改革
プラン2025

基本目標１
ホタルが飛び交う
自然豊かなまち
（風土の保全・誇
りと愛着）

基本目標２
みんなが活躍でき
るまち（協働・共
創・地域づくり）

基本目標３
いつまでも健やか
に暮らし続けられ
るまち（福祉・保
健・医療・介護）

基本目標４
次代を担う人材が
育つまち（子育
て・教育・生涯学
習）

基本目標５
活力と魅力ある仕
事のあるまち（産
業振興）

被災後迅速な再建・回復がで
きるようにする

ライフラインの確保と
早期復旧を図る

経済活動を停
滞させない

二次災害を発生させない「起きてはならない最悪の事態」
と分野別施策との対照表
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第 4編 土地利用 
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１．土地利用の現況と課題 

（１）土地利用の現状 

辰野町の土地（以下、「町土」という。）のうち、山林、水面等の土地利用は総面積の 88.3%、田・

畑等の農地、宅地、公共公益施設用地等を併せた土地利用は 11.7%であり、限られた土地で町民の生

活が営まれています。 

 

近年の人口減少、少子高齢化を背景として、空き家や低・未利用地の増加、農業の担い手不足に

よる荒廃農地が増加しています。近年、国全体の木材供給量、特に国産材の供給量は増加し木材自

給率も改善しています。 

 

また、天竜川と横川川が合流する地点より南側や各河川の支流沿いや、山地を背景に抱えた狭い

平地に宅地や農地などの土地利用が見られ、浸水や土砂災害による被害を受ける可能性があります。 

 

町内には、国指定天然記念物である「小野のシダレグリ自生地」「横川の蛇石」、県指定天然記念

物である「辰野のホタル発生地」、「矢彦小野神社社叢」、「横川渓谷」等、多くの自然や生態系が残

されている地域です。 

 

一方、散在する宅地等は、公共のサービスを提供するうえで効率が悪く、維持することが難しく

なっています。町の地形的特徴や歴史的背景から、一定の区域に生活の範囲を集約することは難し

い状況にあります。 

 

また、ＪＲ辰野駅は交通結節点としての機能を担うとともに、町の玄関口です。さらに、町の中

心市街地は、辰野駅や隣接する宮木駅周辺に発達しています。しかし、近年のモータリゼーション

の発達や生活用品の購入方法の多様化、高齢者問題などにより、駅周辺の中心市街地は衰退の一途

をたどり、空き店舗も散在しています。 

辰野駅周辺では、長年課題となっていた区画整理事業を断念し、地区計画として新たな整備に向

け取り組んでいます。 

 

町土は、町民共有の生活基盤、生産基盤であり、また、憩いの場にもなっています。 
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（２）土地利用の課題 

辰野町における土地利用の課題を以下に示します。 

 

①木材の生産の場や森林の多面的機能の維持のために、計画的に整備されている公有林、生産森林組合等

の団体有林を除いた個人有林を中心とした里山林における経済性や後継者不足などによる整備の遅れ。 

また、全国的に有名なマツタケ等の特用林産物の生産地としての森林の維持・管理。 

 

②治山・治水対策などによる防災機能の向上、森林の持つ保全機能の向上に配慮した土地の利用。 

 

③町内に残されている貴重な自然や景観を保全しつつ観光資源としての活用も視野に入れた土地の利用。 

 

④持続可能なまちづくりを進めるために、効率の良い公共サービスを提供するためのコンパクトなまちを

前提とした土地の利用。 

 

⑤町の中心市街地は、辰野町の玄関口のひとつであるとともに、町民のコミュニティの場であることから、

中心市街地の再生化。 

 

⑥辰野駅周辺では、地区整備計画を早期の立案。 

 

これら課題に対して、町土を町民の理解と協働・共創のもと、公共の福祉を十分考慮し、有効活用と適

正な管理について長期的視点に立った土地の利用を進める必要があります。 
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２．土地利用の基本方針 

土地利用の現状と課題を解決するために、土地利用の基本方針を以下のように定めます。 

（１）長期的視野に立った土地利用 

基本構想に示した「まちの将来像」を実現するために、町土は町民共有の生活基盤、生産基盤で

あると位置づけ、中・長期的な視点による土地利用を進めます。 

 

（２）快適で魅力ある市街地の土地利用 

良好な都市景観に配慮するとともに、高度利用の促進や未利用地の有効活用と適正な管理により、

快適で魅力ある住宅地や市街地の形成を図ります。 

 

（３）持続可能な農山村集落地域の土地利用 

古くから形成されている農山村集落地域について、維持・活性化を促進するため、優良農地の保

全と開発との調整を図るとともに、農用地と宅地が混在する地域における計画的かつ適切な農地の

利用を進めます。さらに、高齢化等により維持・管理が難しくなっている土地について、適正な維

持・管理の手法を検討します。 

 

（４）町土の保全と安全性を確保した土地利用 

砂防、治山、治水等の事業を推進するとともに、町土の約 86％を占める森林について、水源涵養

や土砂流出の防止等の多面的な機能の増進を図りつつ、災害に強い森林づくりを進めます。著しい

被害の恐れのある区域等では、制限を含めた土地利用の検討を行います。市街地では、都市計画で

定める土地利用や都市基盤整備により、防災減災の視点に立った安全性の高い適切な土地利用を進

めます。 

 

（５）美しい町土形成のための土地利用 

町土が形成する景観は、周辺の自然景観、歴史的風土、悠久の人類の営みが形成したものであり、

土地利用の推進に際しては、この景観を保全し、美しい町土の保全と町の賑わいの再生に繋げる土

地利用を進めます。 

また、自然が持つ多様な機能や生態系は、町民共有の貴重な財産であり、次世代へ継承するため、

調和のとれた土地利用を進めます。 

 

（６）公共サービスを維持するための土地利用 

人口減少社会において、一定の公共サービスを維持するためには、コンパクトな町づくりが必要

です。地域の特性に応じて生活範囲の集約を進め、将来にわたって効率の良い公共サービスを提供

することのできる土地利用を進めます。 

 

（７）町土の総合的なマネジメント 

町土を有効かつ適正に活用するために、所有者等による適切な管理、国・県・町、地域住民、事

業所その他の団体等、多様な主体の参加と調整、合意形成の下で、適正な土地利用の規制や誘導を

行い、均衡のとれた秩序ある土地利用を進めます。  



89 

３．土地利用の基本方向 

土地利用の現状と課題を解決するために、土地利用の基本方向を以下のように定めます。 

 現況 課題 目標 

自然環境ゾーン 

主に町の東西に位置する山地。 

良好な自然環境が残されていると

共に、特用林産物の生産の場とな

っています。 

一部地域では、キャンプ場等、レ

クリエーションの場としての活用

も見られます。 

自然環境を維持しつつ、森

林の持つ多面的機能の強

化・維持、整備を図る必要

があります。 

良好な自然環境を維持しつ

つ、災害防止等の公益的機

能の強化、生産の場・レク

リエーションの場・環境教

育や体験学習の場としての

機能の維持、地球温暖化を

防止するための木質バイオ

マスエネルギーの供給の場

としての整備を図ります。 

農業・集落環境

ゾーン 

天竜川沿いや各河川沿いに見られ

る農地の中に住宅等の集落が散在

している区域。 

農産物生産の場であるとともに、

田園景観を維持している地域で

す。 

農地を保全しつつ、農地の

中に住宅が散在する良好な

住環境の維持、辰野町固有

の田園景観の維持が課題で

す。 

農産物の生産の場としての

機能を維持すると共に、良

好な住環境、田園景観の維

持を図ります。 

地域賑わい活動

ゾーン 

町中心部の主に用途地域に指定さ

れている地域。 

指定された用途地域に対し、建物

用途の混在が見られるとともに、

近年、空き家・空き地が多く見ら

れます。 

建物用途の混在を防ぎ良好

な住環境を創出すると共

に、町の魅力の向上、持続

可能なまちづくりが課題で

す。 

駅前を始め、町の中心部で

は、賑わいの再生に取り組

み、町の魅力の向上を図り

ます。 

また、都市機能を維持する

ための区域を設定し、その

周囲に居住を誘導し、一定

以上の人口密度を維持する

ことで、持続可能な「まち」

を目指します。 

中心核 

用途地域が、商業地域および近隣

商業地域に指定されている地域。 

中心市街地の商店街として、かつ

ては賑わいを見せましたが、近年

は、衰退が著しく、空き家、空き

店舗、空き地が多く見られます。 

辰野駅前では、地区整備計画の立

案に取り組んでおり、賑わいの再

生を目指しています。 

駅前を始めとする町の中心

部の役割の明確化と商店街

を始めとした賑わいの再

生、空き家、空き店舗の適

正な管理と有効活用が課題

です。 

町の中心部としての機能を

維持・向上し、賑わいの再

生を目指します。 

また、空き店舗、空き地等

の有効活用を目指します。 

産業核 

新町工業団地、北沢工業団地の地

域。 

 

多くの工場が立地していま

すが、一部に空き工場等も

生じていることから、働く

場の確保のための企業誘致

と周辺環境に配慮した適正

な向上の配置が課題です。 

町の立地を活かした企業誘

致を図り、町民の働く場と

しての機能を高めます。ま

た、環境に配慮した工場敷

地への誘導を図るととも

に、景観にも配慮します。 

緑の核 

荒神山公園、ほたる童謡公園、し

だれ栗森林公園、横川渓谷等、町

民や観光客の憩いの場として利用

されている地域。 

 

施設の老朽化や維持管理と

機能の強化が課題です。 

各公園等を適正に維持・管

理し、町民や観光客の憩い

の場、レクリエーションの

場としての機能強化を図り

ます。 

歴史・文化核 

小野宿周辺の地域。 

歴史的建造物が多く位置してお

り、観光資源のひとつともなって

います。 

歴史的建造物の適正な保護

と、観光資源としての有効

な活用が課題です。また、

国道 153 号に歩道が設置さ

れていないことから、利用

者の安全確保も課題です。 

歴史的建造物を保護、活用

し、町の観光資源としての

魅力の向上を図ります。 

併せて利用者の利便の向上

を図ります。 
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資料編 
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１. 辰野町第 6 次総合計画策定経過 

総合計画策定経過などを記載します。 

 


